
理化学研究所本部・事務棟整備等事業

実施方針等に関する質問及び意見への回答

・ 理化学研究所本部・事務棟整備等事業実施方針等について、平成29年10月20日(金)までに提出された質問及び意見へ
の回答を公表する。

・ 質問及び意見は、原則として原文のまま掲載してるが、明らかな誤字、脱字及び表記の誤りと判断された箇所は一部
修正を行っている。

・ 質問及び意見への回答は現時点での理研の考え方を示したものである。実施方針等の内容の見直しや詳細化等を行う
場合があり、最終的には入札説明書等で提示する。

平成29年11月17日

国立研究開発法人理化学研究所



■実施方針に関する質問

- 1/30 -

頁

1 公共施設等の立地条件 1 Ⅰ 1 (2) ② -

立地について、一団地、増築扱いと理解して宜しい
でしょうか。またその他の特殊要因（土壌汚染調査な
ど）はありませんでしょうか、ご教示願います。

前段については、立地は、用途上不可分の関係にあ
る二以上の建築物のある一団の土地であり、本施設
は別棟増築と位置づけている。本事業で一団地認定
を申請することは考えていない。
後段については、土壌汚染調査を今年度から来年度
にかけて実施する予定である。

2 公共施設等の立地条件 1 Ⅰ 1 (2) ② -

当該敷地は高度地区（25ｍ）の指定範囲に該当し、
計画に制約を受ける可能性があると思われます。和
光市との事前相談や見通しなどがありましたら、お示
し願います。

業務要求水準書（案）６頁「Ⅱ １ (1) ② 階数」に記載
のとおり、和光市との協議により、高さ制限は緩和さ
れることを想定している。和光市との事前協議結果を
回答別紙１のとおり、示す。

3 他 3 Ⅰ 1 (6) ① ウ

既存施設における宿舎関連業務（宿舎管理・宿舎清
掃）は本事業においては除外という認識でよろしい
か。

よろしい。

4 選定業者の業務 3 Ⅰ 1 （6) ① ウ

既存施設等維持管理業務で今回、宿舎管理・宿舎
清掃業務が除外になっておりますが、除外とした理
由をご教示下さい。

国際交流会館を含む宿舎について、理研内部で将
来の計画を検討中であり、本事業の事業範囲とする
ことは不適当と判断した。

5 事業方式 4 Ⅰ 1 (7) - -

「本事業の実施に必要な土地、建物等については無
償で貸与する予定」とのことですが、建設工事業務、
工事監理業務段階における利用のほか、事前調査・
設計業務段階や維持管理業務段階において、関係
者が利用する事務所、駐車場等も対象と理解して宜
しいでしょうか。

設計段階では土地、建物等を貸与することは想定し
ていない。
本施設の建設工事段階に事務所（現場事務所を含
む）や資材ヤード等に利用する場合には、業務要求
水準書（案）「資料３ 本部・事務棟整備予定地」にお
ける工事使用範囲内に整備すること。
関係者が利用できる事務所等については入札公告
時までに示すとおりとする。
駐車場は選定事業者からの要望を受け、理研が承
諾した場合には利用可能とする。

6
事業に必要と想定される根拠
法令等

4 Ⅰ 1 (10) ① -

木材利用推進や、補助金取得などに関係する根拠
法令があればご教示願います。

木材利用の推進は選定事業者の提案による。
選定事業者の業務範囲として、補助金取得を含める
ことは想定していない。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

質　　　問



■実施方針に関する質問

- 2/30 -

頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

7
事業に必要と想定される根拠
法令等

5 Ⅰ 1 (10) ① -

本事業を行うにあたり必要とされるその他関連法令及
び条例等についても具体的にお示し頂けないでしょ
うか。

現段階で理研が想定している関係法令及び条例等
は既に記載のとおりである。その他関連法令及び条
例等については選定事業者が適宜検討をすること。

8 事業期間終了時の措置 5 Ⅰ 1 (11) - -

「良好な状態」とは具体的にどのような状態でしょう
か、ご教示願います。要求水準書を満たすという理解
で宜しいでしょうか。

業務要求水準書及び選定事業者の提案を満たすこ
と。

9
競争的対話の実施
様式第7号

8
37

Ⅰ
1
-

(14)
-

②
-

-
-

競争的対話において確認したい議題に関して、(様
式第7号)以外の「図面等の参考資料」を一部当日持
ち込みすることは可能でしょうか。

図面等の参考資料を原則、事前に提出した上で持ち
込むこと。提出の時期などは競争的対話参加申込者
に対して別途通知する。
当日の持込については、選定事業者からの要望を受
け、理研が承諾した場合には可能とする。

10
民間事業者の選定に係る基本
的な考え方

11 Ⅱ 1 - - -

「第２段階は提案内容審査を行う。」とありますが、提
案内容の評価配点は入札公告時の落札者選定基準
において公表されるという理解でよろしいでしょうか。

左記の理解でよろしい。

11 入札参加者の構成等 13 Ⅱ 4 (1) ③ -

協力会社の実績について、具体的な提出物はありま
すでしょうか、ご教示願います。

協力会社についても入札参加者と同様の提出物が
必要である。

12
入札参加者及び協力会社の参
加要件

14 Ⅱ 4 (2) - -
(２)の⑥は欠番と考えて宜しいでしょうか。 よろしい。

13
入札参加者及び協力会社の資
格等要件
設計

15 Ⅱ 4 (3) ① ウ

管理技術者及び主任技術者の配置について、「(ア)
に示す建物の実施設計業務において管理技術者又
は主任担当技術者として業務に従事した」ことを示す
書類は、申請者名による従事証明、あるいは確認済
証の写しを提出させて頂くことで宜しいでしょうか。
また、後者の場合、確認済証第二面の「代表となる設
計者」を管理技術者、「その他の設計者」を主任担当
技術者と考えて宜しいでしょうか、ご教示願います。

入札公告時に示すとおりとする。



■実施方針に関する質問

- 3/30 -

頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

14
入札参加者及び協力会社の資
格等要件
設計

15 Ⅱ 4 (3) ① ウ

管理技術者または主任担当技術者のうち１名が(ｱ)の
要件を満たす必要があるという理解で宜しいでしょう
か。

本事業で配置する管理技術者及び主任担当技術者
全てが満たす必要がある。詳細は入札公告時に示す
とおりとする。

15
入札参加者及び協力会社の資
格等要件
設計

15 Ⅱ 4 (3) ① ウ

やむを得ない理由により、競争参加資格確認申請書
に記載の管理技術者もしくは主任担当技術者が業務
に従事できなくなった場合、要件を満たす実績を有し
ている者であれば貴所と協議のうえ、変更も可能で
しょうか。

入札公告時に示すとおりとする。

16
維持管理における資格要件
（警備業務）

18 Ⅱ ４ (3) ④ イ

(ウ）警備業務において、敷地面積50,000㎡以上の施
設、とありますが、10月13日開催の説明会配布資料
では、延床面積50,000㎡以上となっております。敷地
面積、延床面積のどちらが正しいでしょうか。

敷地面積を正とする。

17
入札参加者及び協力会社の資
格等要件
建築設備保守管理業務

18 Ⅱ 4 (3) ④ イ

「必ず実験施設等の研究機能を有する施設も対象と
して含むものであること」とありますが、実験施設等の
研究機能を有する施設とのことですが、どのように実
績を証明すべきでしょうか。
また、研究機能を有する大学施設の管理を受託して
いるが、研究機能を有する棟の管理を受託していな
い場合は要件を満たさないという意味合いで宜しい
でしょうか。

前段については、入札公告時に示すとおりとする。
後段については、よろしい。

18
入札参加者及び協力会社の資
格等要件
清掃業務

18 Ⅱ 4 (3) ④ イ

清掃業務の実績は（ア）建築設備保守管理業務と同
様に複数棟の実績を合算して延床面積50,000 ㎡以
上の施設の管理実績があれば宜しいでしょうか。それ
とも一棟で延床面積50,000 ㎡以上の施設の管理実
績が必要でしょうか。

建築設備保守管理業務と同様に、同一敷地内の複
数棟の実績を合算して延床面積50,000 ㎡以上の施
設の管理実績があればよろしい。ただし、１契約での
実績とし、対象は清掃実績面積（実際に清掃を実施
している面積）とすることを予定している。
詳細は入札公告時に示すとおりとする。

19
入札参加者及び協力会社の資
格等要件
警備業務

18 Ⅱ 4 (3) ④ イ

警備業務の実績は敷地面積50,000㎡以上ある施設
の管理実績があれば良いでしょうか。それとも敷地面
積50,000㎡以上を実際に管理した実績が必要でしょ
うか。

入札公告時に示すとおりとする。



■実施方針に関する質問
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頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

20 入札参加資格の確認等 18 Ⅱ 4 (4) ② -

入札参加グループの構成員及び協力会社がP13.
Ⅱ.4.(2)に記載されている資格要件に該当しなくなっ
た場合は、「やむを得ない事情(合併、倒産等)」に含
まれるのでしょうか。

含まれない。

21
入札参加者の備えるべき要件
等（維持管理）

18 Ⅱ 4 (3) ④ イ

「平成14年4月1日以降に元請として受注した1年以
上を契約期間とする～」とは平成14年4月1日より過去
においても業務を受注し、以降も継続して受注してい
る実績も含むということでしょうか。（例：平成13年に受
注し、現在も継続契約中　等）
異なる場合、明確な基準をお示しください。

平成14年以降も１年以上履行していることを示すこと
ができれば、受託開始時点は平成14年3月31日以前
でも差支えない。

22 特別目的会社の設立 20 Ⅱ 7 (2) - -

特別目的会社の設立場所の指定は無いという理解
で宜しいでしょうか。

よろしい。

23 特別目的会社の設立 20 Ⅱ 7 (2) - -

代表企業の議決権割合に関する条件はありますで
しょうか。

代表企業の議決権割合に関する条件はない。ただ
し、入札参加グループの構成員での出資比率は合わ
せて100%とすること。

24 特別目的会社の設立 20 Ⅱ 7 (2) - -

借入をする金融機関にSPC株式の担保権設定を行
いますが、貴所の事前の書面承諾が必要という理解
で宜しいでしょうか。

よろしい。

25 著作権 20 Ⅱ 8 (1) - -

貴所が提案書を使用する際は、著作権所有者への
事前の打診・確認があるという理解で宜しいでしょう
か。

よろしい。

26 土地に関する事項 24 Ⅳ 2 - - -

「理研が所有する土地のうち必要な範囲を選定事業
者に無償で貸与する」とのことですが、建設段階等に
おける事務所、駐車場、資材ヤード等も対象と理解し
て宜しいでしょうか。

質問No.5を参照すること。



■実施方針に関する質問

- 5/30 -

頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

27 別紙２　リスク分担表（案） 28
別紙
2

- - - -

負担者の両者に「△」の記載項目は今後の意見募集
や競争的対話を受けて主たる負担者が決定するとい
う理解でよろしいでしょうか。

「△」は両者が負担することを想定して記載したもの
である。詳細は入札公告時に示す業務契約書（案）
のとおりとする。

28
リスク分担表（案）
調査・設計・建設段階
土壌汚染・埋蔵文化財

29
別紙
2

2 - - -

土壌汚染、埋蔵文化財、地中障害物等に関しては、
入札説明書等において情報提供頂けるという理解で
宜しいでしょうか。

質問No.1を参照すること。また、入札公告時まで整備
予定地のボーリング調査結果を示す予定である。

29
リスク分担表（案）
調査・設計・建設段階
工事の遅延・未完工

29
別紙
2

2 - - -

不可抗力による工事の遅延や未完工は貴所負担とし
て頂けないでしょうか。
貴所負担とならない場合は、より具体的に不可抗力
の種類と負担者を明示頂けないでしょうか。

入札公告時に示す事業契約書（案）のとおりとする。

30 維持管理段階 30
別紙
2

3 - - -

【維持管理段階】の「リスク種類」施設瑕疵「施設の引
渡後10年以内に隠れた瑕疵が見つかった場合」の負
担者は選定業者、「施設の引渡後11年以降に隠れた
瑕疵が見つかった場合」の負担者は理研となってお
りますが、具体的にどのようなケースが該当するかを
ご教示下さい。

具体的な事象は入札公告時に示す事業契約書（案）
のとおりとする。

31 維持管理段階 30
別紙
2

3 - - -

【維持管理段階】の「リスク種類」維持管理期間中のイ
ンフレ・デフレの負担者は理研、選定事業者双方と
なっていますが、それによる見直し等の基準をご教示
下さい。

詳細は入札公告時に示す業務契約書（案）のとおりと
する。

32
施設・備品の損傷・盗難等リ
スク

30
別紙
2

3 - - -

事業者が管理者として善管注意義務を果たしていた
場合で、第三者が施設・備品を損傷した第三者を特
定できなかった場合についても、発注者様のリスクと
理解してよろしいでしょうか。

選定事業者が善管注意義務を果たしていた場合に
は左記の理解でよろしい。



■要求水準書（案）に関する質問

- 6/30 -

頁

1 遵守すべき法令等 2 1 5 - - -

適用基準は最新版に準拠することとありますが、入札
公告時点に準拠という理解で宜しいでしょうか。

よろしい。

2
適用基準
建築・設備

3 1 5 (3)
②
③

-

建築、設備においてア～ウ項に優先順位がありまし
たらご教示願います。

ア～ウ項は相互補完するものであり、優先順位はな
い。それぞれで相違がある場合は、理研と協議し決
定することとする。

3
適用基準
建築
建築設計基準

3 1 5 (3) ② ｱ

国土交通省
「建築設計基準　平成27年版」
という理解でよいでしょうか。

入札公告時の最新版とすること。

4

適用基準
建築
公共建築工事標準仕様書（建
築工事編）

3 1 5 (3) ② ｲ

公共建築工事標準仕様書に代えて、それを包含した
当社の仕様書への置換を協議のうえ適用頂くことは
可能でしょうか。

要求水準は公共建築工事標準書を基準とし、置換部
分については理研の承諾を得ること。

5
適用基準
設備
建築設備設計基準

3 1 5 (3) ③ ｱ

国土交通省「建築設備設計基準　平成27年版」
という理解でよいでしょうか。

入札公告時の最新版とすること。

6
適用基準
設備
建築設備耐震設計・施工指針

3 1 5 (3) ③ ｲ

（一財）日本建築センター
「建築設備耐震設計・施工指針2014年版」
という理解でよいでしょうか。

入札公告時の最新版とすること。

7
適用基準
設備
公共建築工事標準仕様書

3 1 5 (3) ③
ｳ
ｴ

国土交通省
「公共建築工事標準仕様書　平成28年版」
という理解でよいでしょうか。

入札公告時の最新版とすること。

8
機能・構成
本部機能

7 2 Ⅱ 1 (2) ①
「高層層」は「高層階」の記載誤りでしょうか。 左記の理解でよろしい。

9
機能・構成
危機管理対策機能
(大規模災害時の停電)

7 2 Ⅱ 1 (2) ②

「大規模災害時でも72時間停電することなく」とありま
すが、商用電源停電時に、発電機回路に切り替わる
数十秒程度の停電は許容すると考えてよいでしょう
か。

よろしい。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

質　　　問



■要求水準書（案）に関する質問
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頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

10
機能・構成
危機管理対策機能
(大規模災害時の給排水)

7 2 Ⅱ 1 (2) ②

「給水・排水においても同様の対策」とありますが、敷
地内の給排水インフラは停止しない前提で、ポンプ
等の機器稼働のみ考慮すればよいでしょうか。あるい
は、敷地内の給排水インフラが停止した場合に備蓄
を、本施設内に備える必要がありますでしょうか。

主給水タンクは必要水量が確保できることを前提と
し、給水ポンプについては発電回路とすること。排水
は構内排水管は破損する可能性があるため、備蓄可
能とし、バキューム等にて排水槽から排出するなどを
考慮することとする。

11
機能・構成
危機管理対策機能
(帰宅困難者)

7 2 Ⅱ 1 (2) ②

「帰宅困難者などの控室」とありますが、帰宅困難者
の想定人数を御教示願います。また該当する室の冷
暖房/換気性能については、平常時の使用を前提に
計画すると考えてよいでしょうか。

想定人数は本棟利用者数の半数である約300人とす
る。該当する室の冷暖房／換気性能は平常時の使
用を前提とした計画とすること。

12
建築基本計画
配置計画

8 2 Ⅱ 2 (1)
①
ｴ

現状の井戸の状況に関する資料を提示頂けますで
しょうか。
また、残置する北側井戸周辺の具体的な整備、安全
対策及び、井戸本体の整備についてご教示願いま
す。

井戸に関する資料は理研にて希望者を対象として閲
覧できることとする。希望者は理研のPFI/PPP関係お
問い合わせ（pfi-wakokeiyaku@riken.jp）に事前連絡
の上、閲覧すること。
井戸周辺の整備は選定事業者の提案による。
井戸本体は数年に１回配管、ポンプの整備を行うた
め、井戸の配管及びポンプの引き抜きが可能である
こと。

13
建築基本計画
内装計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1)
④
⑤

使用材料については、海外調達品の採用も良いと考
えて宜しいでしょうか。

価格、性能等を総合的に判断し、要求水準以上であ
れば採用を拒むものではないが、採用にあたっては
理研の承諾を得ること。

14
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装計画において設計風圧力設定は、建築基準法
施行令84条の４、平12建告1454号、1458号によるも
のとし、再現期間は100年と考えて宜しいでしょうか。

よろしい。
建築基準法施行令84条の４は87条に修正する。

15
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装計画において、層間変形角、水平・鉛直設計用
震度について具体的な要求スペックはありますでしょ
うか。ご教示願います。

レベル１及びレベル２の地震応答解析結果を考慮し
て建築物各部の床応答加速度や層間変形角の設計
値を採用すること。

16
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装ならびに屋根の計画において、遮音性能につい
ての具体的な要求スペックはありますでしょうか。

遮音性能等級はＴ-１以上とすること。
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頁
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見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

17
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装ならびに屋根の計画において、積雪・落雪に対
する具体的な要求スペックはありますでしょうか。ご教
示願います。

建築基準法及び同施行令に準じた計画とすること。

18
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装ならびに屋根の計画において、避雷対策に対す
る具体的な要求スペックはありますでしょうか。ご教示
願います。

建築基準法及び同施行令に準じた計画とすること。

19
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装ならびに屋根の計画においてガラス清掃、ゴンド
ラ等維持保全対策に関する具体的な要求スペックは
ありますでしょうか。ご教示願います。

選定事業者の提案とするが、メンテナンスや清掃、更
新の容易性に配慮した計画とすること。

20
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1) ⑤

外装及び屋根の雨水排水計画において、設計用降
雨強度の具体的なスペックは有りますでしょうか。
ない場合は、180㎜/hrと設定して宜しいでしょうか。

よろしい。
適用設計基準以上とし、ゲリラ豪雨等も考慮したもの
とすること。

21
建築基本計画
外装計画

9 2 Ⅱ 2 (1)
⑤
ｴ

換気について防虫対策にも配慮するとありますが特
別な防虫スペックはありますでしょうか。ご教示願いま
す。

ステンレス(SUS316)製　防虫網を設置すること。仕様
は線径0.25mm以上、16-18メッシュとする。

22 建築基本計画
外装計画 9 2 Ⅱ 2 (1)
⑤
ｵ

「断熱効果に配慮し」とありますが、具体的な要求ス
ペックはありますでしょうか、ご教示願います。

窓部は熱貫流率2.2以下（省エネ建材等級☆☆☆☆
相当）とすること。

23
建築基本計画
外構計画

9 2 Ⅱ 2 (1)
⑥
ｲ

車寄せに寄り付くバスの寸法をご教示願います。 大型観光バス(全長12m、車幅2.5ｍ程度)程度とす
る。

24
建築基本計画
外構計画
(駐車スペース)

10 2 Ⅱ 2 (1)
⑥
ｳ

公用車と来賓用12台と、車椅子使用者用2台は別々
に、合わせて14台分必要との理解で宜しいでしょう
か。

よろしい。

25
建築基本計画
環境計画
(CASBEE評価)

10 2 Ⅱ 2 (1)
⑦
ｱ

「CASBEEによる評価を行い、Aランク以上を確保する
こと」とありますが、ここで言う評価とは、自己評価と考
えてよいでしょうか。すなわち、認証の取得までは求
められないと考えてよいでしょうか。

埼玉県建築物環境配慮制度におけるCASBEE埼玉
にてＡランク以上の認証取得を前提とした計画とする
こと。
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26
建築基本計画
(サイン計画)

10 2 Ⅱ 2 (1)
⑧
ｱ

「理研の定めるサインガイドライン及びユニバーサル
デザインを考慮すること」とありますが具体的な内容を
ご教示願います。

回答別紙２を参照すること。

27
構造計画
構造種別
(構造体の計画供用期間)

11 2 Ⅱ 2 (2) ①

「十分な耐久性」とありますが、構造体の計画供用期
間の級として、例として建築工事標準仕様書・同解説
JASS5（日本建築学会2009）における標準（およそ65
年）、長期（およそ100年）、超長期（およそ200年）等
の具体的な指定がありましたらご教示願います。

具体的な指定はない。躯体の耐久性だけではなく、
建物全体の耐久性として考慮すること。

28
構造計画
耐震安全性の分類

11 2 Ⅱ 2 (2)
②
ｱ

「構造体の耐震安全性分類Ⅰ類（免震）以上」とあり
ますが、入力地震動の割増について指定があればご
指示願います。

割増についての具体的な指定はないが、入力地震
動の割増が必要と判断する場合は行うこと。本施設
の位置付けを考慮し、提案すること。

29
構造計画
耐震安全性の分類

11 2 Ⅱ 2 (2)
②
ｱ

「建築非構造部材の耐震安全性分類「Ａ類」」とありま
すが、設計用水平震度Ksは、時刻歴応答解析結果
の床応答加速度を用い、「官庁施設の総合耐震計画
基準及び同解説（平成8年版）」P.45　表4.5に示され
る、建築設備の耐震設計に準じて設定して宜しいで
しょうか。

よろしい。

30
設備計画
共通事項

12 2 Ⅱ 2 (3)
①
ｷ

水利用室として「便所、給湯コーナー」が挙がってお
りますが、下階に重要機能室がない場合、長尺塩ビ
シート溶接工法による止水し、水洗いなしのモップ清
掃という対応で差支えありませんか。

水洗いなしとする。

31
設備計画
共通事項

12 2 Ⅱ 2 (3)
①
ｸ

計量の考え方につき次の2点をお示し願います。課
金計量が必要な対象がありましたら御教示願いま
す。またエネルギー・水使用量把握のための計量を
行う区分（階毎など）、指定がありましたら御教示願い
ます。

１点目については、課金計量は不要である。
２点目については、施設全体の計量とする。電気はフ
ロア毎とし、熱源、搬送動力の計量とする。水・ガスは
熱源設備毎の計量とする。
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32 電灯設備
（免震ピットの保守用 13 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｲ

(ｺ)

「免震ピット等、（中略）、照明器具を設置すること」と
ありますが、免震ピットが法的に階として扱われない
場合、照明器具の設置可否は建築主事との協議事
項となります。従って、当該項目については、『行政
協議に基づき適宜設置』と解釈してよいでしょうか。

点検方法を考慮した計画とする。

33 受変電設備 13 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｳ

(ｱ)

「特高変電所より6,600Vにて受電」とありますが、特高
変電所側でフィーダーの改修工事が発生する場合
は、別途工事と考えて宜しいでしょうか。

フィーダーの改修工事が発生する場合は、本事業の
業務範囲である。保護協調については理研と協議す
ること。

34 受変電設備 13 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｳ

(ｱ)

「特高変電所より6,600Vにて受電」とありますが、本施
設にて使用できる電力デマンドの上限をお示し願い
ます。

保護協調についての協議に基づき、電力デマンドに
ついても理研と協議して決定する。

35 受変電設備 13 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｳ

(ｱ)

「特高変電所より6,600Vにて受電」とありますが、特別
高圧受変電設備の図面を御提供願います。

入札公告時までに示す。

36 受変電設備 13 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｳ

(ｴ)

「現状の負荷の10％以上」とありますが、現状の負荷
についてご教示願います。

「現状の」を「事業者提案による想定の」に読み替える
こと。

37 自家発電設備 14 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｵ

(ｴ)

「騒音には十分配慮し超低騒音型の排気口とする」と
ありますが、今回の発電機は、非常用（火災時・災害
時)の為、騒音規制法にはかからず、さらに、平常時
に運転する機会は、点検時の試運転のみとなります
ので、敷地境界/室内に対する「騒音値（dB値・NC
値）の規制」は、かからないという理解でよいでしょう
か。

点検時であっても、敷地内の騒音に配慮し、超低騒
音型の排気口仕様とすること。

38 自家発電設備 14 2 II 2 (3)
②
ｵ

自家発電設備について、容量のご指定があればご教
示願います。

各室エリアの要求水準より算出した容量以上とするこ
と。

39
構内情報設備
（管路の敷設）

14 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｷ

(ｱ)

「管路を敷設する」とありますが、予定されている配線
ボリュームをご教示願います。

１フロアあたり4芯以上×２系統を想定しており、50φ
×６本（予備管含む）の管路を２箇所に分けて敷設す
ること。
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40
構内情報設備
（サーバーラックについて）

14 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｷ

(ｲ)

「理研の指定するサーバーラック」とありますが、ラック
の台数・サイズ・重量についてご教示願います。

各階１台、700mm×1,200mm×2,000mm、500kgとし、
メンテナンススペースとして四方又は三方１ｍ以上を
確保すること。

41 監視カメラ設備 15 2 Ⅱ 2 (2) ②

監視カメラ本体については共用部、各諸室問わず設
置は要求水準に含まれないという理解でよろしかった
でしょうか。

よろしい。

42
防災設備
（既存自動火災報知設備）

15 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｺ

(ｱ)

「既存自動火災報知設備に移報する」とあります。こ
れにより、既存自動火災報知設備自体の改修工事も
生じますが、その費用は別途工事という理解でよいで
しょうか。なお、もし本事業に見込む場合は、既存自
動火災報知設備の図面を御提供願います。

既存自動火災報知設備の改修工事は本事業に含
む。当該設備の図面は入札公告時までに示す。

43 監視カメラ設備の将来対応 15 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｻ

「将来の整備に備えて、電源・LANの対応を見込む」
とありますが、見込む内容に関しまして応札者のレベ
ルを揃えるために、参考プロット図等をご教示願いま
す。

事業者の提案とし、設置にあたっては理研と協議して
決定すること。

44
入退室管理設備
（ICカード）

15 2 Ⅱ 2 (3)
②
ｼ

(ｲ)

施解錠については、既に御使用のICカードを利用さ
れると読み取れますが、そのような理解で相違ないで
しょうか。また本事業において、新たなICカードは特
に見込まないという理解でよいでしょうか。

よろしい。

45
空調設備
(給水設備)

16
17

2 Ⅱ 2 (3)
③
ｱ
ｶ

「ケース毎にLCC評価（50年）の比較検討書を作成
し、検証する」とありますが、その検証時期は、実施設
計段階という理解でよいでしょうか。

基本設計段階にて検証すること。

46
空調設備
(空調条件)

16 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｱ

空調条件（室内・屋外の温湿度条件等）は、「建築設
備設計基準」の値を参照して計画するという事で宜し
いでしょうか。

よろしい。室内条件において新たな指標の提案があ
る場合は、協議し決定すること。
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47 換気設備 16 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｲ

「倉庫内に納める物品等の保存状態に悪影響を及ぼ
さない環境」とありますが、具体的な保存物品につい
てご教示願います。

書類、事務備品、保存食等を想定している。

48
自動制御設備
（既存システム）

17 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｴ

(ｱ)

「電気機械棟中央監視室の既存システムに取り込
む」とあります。これにより、既存システム自体の改修
工事も生じますが、その費用は別途工事という理解
でよいでしょうか。なお、もし本事業に見込む場合は、
既存システムの図面を御提供願います。

既存システム自体の改修工事は本事業に含む。
既存システムの図面は入札公告前までに示す。

49 給水設備 17 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｶ

「トイレ洗浄水等雑用水は構内井水を使用する」とあ
りますが、ウォシュレットは上水利用と考えて宜しいで
しょうか。

よろしい。

50 都市ガス設備 18 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｺ

熱源用以外にガスを用いる必要のある部位があれば
ご教示願います。また、給湯室の調理器は電化設備
で支障ないという理解で宜しいでしょうか。

ガスを用いる箇所については選定事業者の提案によ
る。
調理器については電化設備で差支えない。

51
エレベーター設備
（既存集合盤）

18 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｻ

(ｷ)

「電気機械棟のエレベーターインターホン集合盤に
接続し」とありますので、既存集合盤の図面を御提供
願います。

既存集合盤の図面は入札公告前までに示す。

52 エレベーター設備 19 2 Ⅱ 2 (3)
③
ｻ

(ｺ)

非常用EVを設けた場合、メンテナンス用エレベー
ターについて、非常用EVと兼用することは可能でしょ
うか、ご教示願います。

よろしい。

53 什器計画 19 2 Ⅱ 2 (4)
①
ｳ

「選定事業者が本事業で設置する什器類については
入札公告時までに示す」とありますが、事業者の業務
に一部の什器類の調達も含まれるとの理解で宜しい
でしょうか。

よろしい。

54 展示スペース 20 2 Ⅱ 3 (1)
①
ｳ

展示スペースは、パネルを掲示できる壁面を確保す
る等までで、展示パネル自体は本事業に含まれない
との理解で宜しいでしょうか。

よろしい。
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55 展示スペース 20 2 Ⅱ 3 (1)
①
ｳ

(ｴ)

展示スペースとエントランスホール間のセキュリティへ
の配慮とは具体的にどのようなことを想定しておられ
るのでしょうかご教示願います。

エントランスホールと一体となるため、セキュリティに
ついては考慮しなくてよい。

56 郵便室 21 2 Ⅱ 3 (1)
①
ｷ

エントランスフロア/郵便室について。　セキュリティの
方針をご設定頂けませんでしょうか。

郵便室については、扉に電気錠を設置し、ICカード
にて管理する。

57
サーバー室
(防振対策)

22 2 Ⅱ 3 (1)
①
ｻ

(ｵ)

「サーバー室は建物本体から浮床にするなどの防震
対策を行う」とあります。建物全体を免震とすること
で、1階床の応答加速度は大幅に低減されるため、こ
のことをもって防振対策ととらえて宜しいでしょうか。ま
た、その場合、サーバー室の床応答加速度の要求水
準があればご教示願います。

よろしい。サーバ室の床応答加速度を2m/s2まで低
減すること。

58 防災備品庫 22 2 Ⅱ 3 (1)
①
ｿ

防災備品庫における備蓄量について、具体的な内
容をご教示願います。(対象人員、BCP計画と連動し
た日数等)

本施設以外の建物にも備蓄庫があるため、別表に示
す面積を参照して計画すること。

59 防災備品庫 22 2 Ⅱ 3 (1) ①

防災備品庫について、飲料水、食糧については何日
分程度の備蓄を求められますか。対象者、人数をご
教示ください。

質問No.58を参照すること。

60 防災備品庫 22 2 Ⅱ 3 (1) ①

防災備品庫について、飲料水、食糧について記載が
ありますが、当該物品の購入・更新は本事業の対象
外と理解してよろしかったでしょうか。

よろしい。

61
大会議室
会議室
小会議室

23 2 Ⅱ 3 (1)

②
ｲ
ｳ
ｴ

「可動間仕切りの遮音性能についてD-45以上」とあり
ますが、可動間仕切り単体の性能という理解で宜しい
でしょうか。

よろしい。

62
男子・女子トイレ
多目的トイレ

26 2 Ⅱ 3 (1)
⑥
ｱ
ｲ

トイレについては防水は不要とし、長尺シート等で良
いでしょうか。

水洗い無しとし、抗菌性、防汚性、メンテナンスフリー
に配慮された仕上材とする。それ以外の仕様は事業
者の提案とする。
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頁
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NO タイトル

該当箇所
質　　　問

63 書庫 27 2 Ⅱ 3 (2)
⑥
ｴ

各階の書庫について、具体的に必要な面積をご教示
願います。

事務フロア各階概ね150㎡とする。４階以上で合計
600㎡の書庫を必要とする。

64 ロッカー室 27 2 Ⅱ 3 (2)
⑥
ｵ

男女別のロッカーについて比率などをご教示願いま
す。

男子：女子＝１：１と想定する。

65
設計及び施工に関する要求事
項
(統括管理責任者)

28
32
34

2 Ⅱ 4
(2)
(3)
(4)

③
③
③

「維持管理総括管理責任者を配置すること」とありま
すが、設計及び施工については特に記載がありませ
ん。設計及び施工段階は総括管理責任者の配置は
必要無いとの理解で宜しいでしょうか。
また、設計に業務責任者の配置が求められています
が、建設と工事監理には記載がありません。法令等を
満たす体制とすればよいとの理解で宜しいでしょう
か。

実施方針に記載のとおりである。詳細は入札公告時
に示すとおりとする。

66 選定事業者の業務 29 2 Ⅱ 4 (2) ①

「総合的な図面を作成」とありますが、具体的な対象
物についてご教示願います。

建築、設備その他の設計情報を一元化してプロットし
た総合図の作成を指す。各工事別の施工図を作成
する上で必要とされる情報を対象とする。

67 提出する図書等 29 2 Ⅱ 4 (2)
②
ｲ

(ｼ)

模型の着色とは、想定の外装・外構色を再現すると
いうことでしょうか。

左記の理解でよろしい。

68
建設工事業務実施の際の留意
点

32 2 Ⅱ 4 (3) ③

作業時間、作業可能日において制約がありましたら
お示し頂けますでしょうか。

現段階では作業にあたって制約となる日時はない。
ただし、研究者の都合で制約が生じる場合がある。そ
の場合は理研から指示を行うので従うこと。

69
建設工事業務実施の際の留意
点

32 2 Ⅱ 4 (3) ③

地中埋設物の有無において状況が分かりましたらお
示し頂けますでしょうか。

現在理研が公表している資料のとおりである。

70
建設工事業務実施の際の注意
点

32 2 Ⅱ 3 (3)
③
ｴ

「理研が別途設計や工事等を発注した場合～調整、
協力を行うこと」とありますが、その際に特別な費用が
発生する際には、理研及び発注先の第三者と協議の
上、負担者を決めるという理解で宜しいでしょうか。

特別な費用が発生する場合には、左記の理解でよろ
しい。
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頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

71 建設工事業務実施の際の注意点 33 2 Ⅱ 3 (3)
③
ｷ

「仕様が一時気」は「使用が一時期」の誤りでしょう
か。

左記の理解でよろしい。

72 竣工図書の提出 35 2 Ⅱ 4 (5) ②

「竣工写真の著作権は理研に帰属する」とありますが
クレジット等の扱いについてご教示願います。

竣工写真にはクレジット等を載せないようにすること。

73
その他業務を実施する上で
必要な関連業務

36 2 Ⅱ 4 (5) ⑤

業務を実施する上で必要な関連業務の具体的な内
容、範囲については協議頂けるという理解で宜しい
でしょうか。

よろしい。

74 法令等の遵守 37 3 Ⅱ 2 - -

建築保全業務共通仕様書に準拠して業務を実施す
る事との事ですが、求められる水準を下回らない事を
条件に事業者の提案により作業方法や周期を変更
する事は可能と理解してよろしいでしょうか。

原則として、建築保全業務共通仕様書及び製造メー
カー及び施工業者による保全業務仕様書に則して
実施すること。ただし、各業務の詳細については性能
水準を満たすことを前提に、理研と協議の上、理研が
承諾した場合には一部変更等を認める場合がある。

75 法令等の遵守 37 3 Ⅱ 2 - -

製造メーカー及び施工業者による保全仕様書に準
拠して業務を実施する事との事ですが、製造メー
カー系点検業者による点検でなくても製造メーカー
及び施工業者による保全仕様書に準拠した業務を
実施すれば良いとの理解でよろしいでしょうか。

理研は業務の安全性並びに安定性の確保及び緊急
時対応（速やかな不良部品交換等）の観点から、原
則として製造メーカー系点検業者による点検体制と
することを想定している。ただし、選定事業者から提
案があり、理研が問題がないことを確認し、承諾した
場合には製造メーカー系点検業者以外の点検体制
を認める。

76 費用の負担 39 3 Ⅱ 7 - -
水道光熱費の負担は貴所という理解でよろしいでしょ
うか。

よろしい。

77 その他 40 3 Ⅱ 8 (12) -

「和光地区の施設設備は随時変更、改修を行ってい
る」とございますが、受託後に変更となった場合の金
額改定は実施されるのでしょうか。

対象となる施設設備が変更となった場合は改定を行
う。改訂方法については「サービス購入料の算定及
び支払方法等（案）」を参考にすること。

78
業務の対象範囲
(免震装置の保守管理)

41 3 Ⅲ 2 (2) -

業務の対象範囲として、本施設の建築物とありカッコ
内に免震装置の記載はありません。対象範囲に免震
装置の点検（定期・緊急）は含まれますか。

免震装置の点検は含まれる。
業務範囲外と明記されているものを除き、選定事業
者が整備した本施設の建築物及び建築設備は全て
対象である。
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頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

79
修繕・更新事業の作成及び当
該計画に基づく修繕・更新

43 3 Ⅲ 4 (3) ②

【修繕・更新業務に係る事業計画書を作成し、当該
計画に基づいて各保守管理と一体的に本施設の修
繕・更新を行うこと】とありますが、この文の中の「各保
守管理業務と一体的に」とは、どの様に解釈すればよ
いのかご教示下さい。

本施設の修繕・更新業務を単独で検討・実施するの
ではなく、予防保全等も考慮し、本施設の建築物保
守管理業務及び建築設備保守管理業務と一体的に
行うことで、効果的に実施されることを期待して記載し
ている。

80
修繕・更新事業計画書の作成
及び当該計画に基づく修繕・
更新

43 3 Ⅲ 4 (3) ②

長期修繕計画を維持管理期間の開始6ヶ月前までに
提出し、長期修繕計画に基づき修繕を実施するが、
「差異が発生する場合は理研と協議」とあるため、応
札額には長期修繕計画を反映せず、別途精算される
項目という理解でよろしいでしょうか。

本施設の修繕・更新に係る費用は選定事業者が見
込むこと。
「差異が発生する場合は理研と協議」とは、維持管理
期間中に修繕・更新を長期修繕計画から前倒しある
いは後ろ倒しした方が望ましいと考えられる際には理
研と協議することを意味している。

81
事業期間終了時及び終了後の
状態、明渡し

43 3 Ⅲ 4 (3) ④

・事業期間終了後２年間は、修繕・更新を必要としな
いことを前提に計画することとの事ですが、例えば修
繕計画上、事業期間終了後の２年目に修繕や更新
の期間が訪れる建築・設備がある場合は事業期間に
前倒した修繕・更新計画を作成する必要があるとの
認識でよろしいでしょうか。

よろしい。

82 光熱水使用料の集計及び報告 48 3 Ⅳ 3 (2) ③

・使用量の集計は入居の研究室等への使用料金の
請求に使用するものではないとの認識でよろしいで
すか。

よろしい。

83 保守の範囲 48 3 Ⅳ 3 (3) ②

業務範囲に次に示す消耗品の交換及び補充とありま
すが、当該業務に示されている消耗品の費用負担は
別途発注者にて行うと理解してよろしいでしょうか。

よろしい。
ただし、「３ (3) ② ク」に記載のとおり、消耗品の在庫
管理は選定事業者が行い、適宜理研へ報告するこ
と。

84
臨機（故障・事故及び災害等
発生時）の措置等

50 3 Ⅳ 3 (4) ①

アに示された協議・承諾の時期は、災害前（事前）・
発災時のどちらでしょうか。

本項は災害発生前に災害発生時の措置を定めること
を規定している。そのため、発生前（事前）である。
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NO タイトル

該当箇所
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85
臨機（故障・事故及び災害等
発生時）の措置等

50 3 Ⅳ 3 (4) ①

イに示された必要な措置、報告書作成について、対
応内容の程度や費用負担、報告時期に関する、考え
方をお示し頂けませんでしょうか。

業務要求水準書（案）49頁「３(3)④応急措置等」に記
載のとおり、応急措置等は実施すること。メーカーに
よる修理などが必要な場合には理研に報告すること。
メーカー修理の手配及び発生する費用は理研の負
担とする。
臨機（故障・事故及び災害等発生時）の措置等に関
する報告は措置等が完了した後、速やかにおこなうこ
と。

86
臨機（故障・事故及び災害等
発生時）の措置等

50 3 Ⅳ 3 (4) ①

ウに示された立会いについては、研究機器等は対象
外と考えて宜しいでしょうか。

研究機器等は維持管理の対象外との理解でよろし
い。ただし、理研から要請があった場合には立ち会
い、可能な範囲で協力すること。

87 その他の業務について 51 3 Ⅳ 4 - -

「修理依頼対応作業」とは修理自体は本事業対象外
であり、依頼のみ対応するという理解でよろしいでしょ
うか。また、修理依頼先についてご開示ください。

「修理依頼対応作業」は修理自体が選定事業者の業
務対象であることを意味する。

88 実施方法に対する改善提案 53 3 Ⅳ 5 (3) ②

現行基準レベルの質の確保が求められております。
現行基準レベルの質把握のため現在の要員配置を
ご教示願いします。

現在は業務要求水準書（案）で要求しているスタッフ
数で実施しているが、万一に備えて、代替要員を数
名確保している。

89 中央・南地区管理業務 54 3 Ⅳ 6 (2)
①
②

対象業務の現状の仕様書及び対象設備の詳細（機
器仕様、台数等）、実施体制、定期点検等の再委託
がある場合は点検実施業者についてご開示下さい。

施設設備維持管理業務の仕様は業務要求水準書
（案）内に全て含まれている。参考までに回答別紙３
として平成28年４月に発注した同業務の仕様書を示
す。
現在（平成28年４月発注業務）の対象設備の詳細は
回答別紙４「管理業務運転基準」を参照すること。
実施体制については質問No.88を参照すること。
定期点検等の実施にあたり、現在再委託は行ってい
ない。

90
業務の範囲
(免震装置の保守管理)

55 3 Ⅳ 6 (2)
②
ｱ

業務の対象範囲として、研究本館など既存の免震建
物の免震装置の点検（定期・緊急）は含まれますで
しょうか。

既存免震建物の免震装置の点検は業務範囲外であ
る。
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91 要求される業務内容 56 3 Ⅳ 6 (2)
②
ｳ

実験動物飼育、放射線管理、スーパーコンピュー
ター、細胞遺伝子等の高度・専門的技術における事
故、災害のリスク分担について、より具体的な事象区
分をお示し頂くことはできないでしょうか。
また、事業者側でリスク分担する際、一般的な施設賠
償責任保険以外に必要な保険についてご教示願い
ます。

入札公告時に示す事業契約書（案）のとおりとする。

92 東地区管理業務 57 3 Ⅳ 6 (3)
①
②

対象業務の現状の仕様書及び対象設備の詳細（機
器仕様、台数等）、実施体制、定期点検等の再委託
がある場合は点検実施業者についてご開示下さい。

質問No.89を参照すること。

93 搬送設備点検業務 70 3 Ⅳ 6 (6) ②

月1回の定期点検については遠隔点検ではなく現地
にて有人で実施しているとの理解でよろしいでしょう
か。

よろしい。

94 搬送設備点検業務 70 3 Ⅳ 6 (6) ②

遠隔点検、監視に用いている通信回線費用の負担
先をご教示下さい。

選定事業者の負担とする。

95
搬送設備点検業務
緊急対応業務

70 3 Ⅳ 6 (6) ②

復旧処置を行うために、交換パーツ等を安定供給で
きるように保管するとの事ですが、点検業者による保
管で業務に支障が無ければ問題ありませんか。ま
た、現状はどのようにご対応されているのでしょうか。

理研または施設管理者等からの連絡を受けたら、１
時間以内に現地へ急行して復旧処置を講じることが
出来る体制が構築でき、当該体制について理研が承
諾した場合には問題ない。
現状は、搬送設備メーカー毎に委託先が異なってお
り、各委託会社が自社で交換パーツを有している。

96
搬送設備点検業務
緊急対応業務

70 3 Ⅳ 6 (6) ②

・復旧処置を行うために、交換パーツ等を安定供給
できるように保管するとの事ですが、点検業者による
保管で業務に支障が無ければ問題ありませんか。ま
た、現状はどのようにご対応されているのでしょうか。

質問No.95を参照すること。

97 緊急時対応業務 70 3 IV 6 (6) ②

交換パーツ保管について、具体的な内容を示して頂
けませんでしょうか。

質問No.95を参照すること。
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NO タイトル

該当箇所
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98
フィルター清掃業務の実施体
制

70 3 Ⅳ 6 (7) ②

当該業務を実施している業者名（委託先等）をご教示
下さい。

ＲＩ管理区域内施設のフィルター清掃は大和アトミック
エンジニアリング株式会社、ＲＩ管理区域外施設の
フィルター清掃は株式会社アトックスが実施してい
る。

99 要員配置 73 3 Ⅳ 7 (3) ①

現在の管理基準把握のため、各地区に配置されてい
る施設設備保守管理要員の人数をご教示ください。

質問No.88を参照すること。

100 技術員の資格について 77 3 Ⅳ 7 (4) ④

技術員にCGS運転監視の実務経験がない場合に実
施する実務訓練ですが、CGS指導員は「製造会社の
技術員、ボイラー・タービン主任技術者等」とありま
す。CGS運転監視の実務経験を十分に有するものが
CGS指導員として実務訓練を実施すれば問題ないと
いう理解でよろしかったでしょうか。

原則、製造会社の技術員、ボイラー・タービン主任技
術者による実務訓練とするが、理研の承諾を得て、
CGS運転監視の実務経験を十分に有する者がCGS
指導員として実務訓練を実施してもよい。

101 履行期間中の交代 78 3 Ⅳ 7 (4) ⑥

主任者及び技術員等の業務担当者の合計人数は、
原則４名までとありますが、あくまで原則で死亡や自
己都合退職等、やむを得ない事情による場合はこの
限りではないと理解してよろしいでしょうか。

原則認めない。ただし、理研がやむを得ないと判断
し、承諾した場合には４名以上の交代も可能とする。

102 清掃実施時間の指定 82 3 Ⅴ 2 (3) ②

9時00分以前に清掃を完了すべき面積が示されてお
りますが、前日の夜間等から実施は可能でしょうか。
可能な場合、何時から開始可能でしょうか。

定期清掃のうち、共用部分の清掃については、事前
に選定事業者が申し出て、理研が承諾した場合に
は、前日の夜間22時からの実施を可能とする。
その他は夜間の実施は不可とする。

103 集塵機保守 90 3 Ⅴ 3 (5) -

トルネックス社の汚れ基準でＤ～Ｅになることは現状
どの程度の頻度で発生しているのでしょうか。

概ね３年から５年に１度発生している。
毎回の保守をきちんと行うことで滅多に発生するもの
ではなく、過去３年間では１度も発生していない。

104 廃棄文書等処理対象 90 3 Ⅴ 3 (6) -

応札時には、要求水準で示される予定総重量で応札
し、実際の当該業務サービス料についてはサービス
料改定の基準に基づき重量で清算を行うという理解
でよろしかったでしょうか。

よろしい。
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- 20/30 -

頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

105 清掃スタッフ 92 3 Ⅴ 5 (4) -

管理基準把握のため、現在の日常清掃業務スタッフ
数、定期清掃業務スタッフ数をご教示いただけない
でしょうか。

現在は日常清掃業務スタッフ数30～40名、定期清掃
業務スタッフ70名～80名（月間延べ）で実施してい
る。

106 定期清掃業務の清掃スタッフ 92 3 Ⅴ 5 (4) ②

定期清掃業務の清掃スタッフは日常清掃業務の清
掃スタッフと兼務可能でしょうか。

定期清掃業務を担う清掃スタッフは日常清掃業務の
清掃スタッフと兼務することは可能である。ただし、定
期清掃業務を実施する日も日常清掃業務を実施す
る。いずれの人員体制に係る業務要求水準を達成す
る計画とすること。

107 構内整備業務 96 3 Ⅵ - - -
本項目は、災害時は対象外と考えて宜しいでしょう
か。

入札公告時に示す事業契約書（案）のとおりとする。

108 実施体制 99 3 Ⅵ 6 (1) -

通常業務最低人数及び繁忙期最低人数が記載され
ております。それぞれ指定時期に毎日（発注者休日
を除く）最低人数を配置するということでしょうか。

左記の理解でよろしい。

109 人数 99 3 Ⅵ 6 (1) -

構内整備業務の実施体制において、「通常業務最低
9人以上、繁忙期12人以上とする」とありますが、その
日の業務内容によって又、予定した人員が急遽休ん
だ場合にも最低人員を割り込むことは許されないの
でしょうか。ご教示下さい。

原則として最低人員を割り込むことは認めない。急遽
休むことなども想定した体制を構築すること。

110 備品等 99 3 Ⅵ 7 (2) -

「作業員控室」という表記がありますが、その位置をご
教示下さい。

入札公告時までに示す。

111 警備業務 101 3 Ⅶ - - -

自然災害時対応の考え方をご教示願います。 自然災害の内容によるが、基本的には業務要求水準
書（案）108頁の「６(1) 緊急時対応」に準じて実施する
こと。

112 警備業務 101 3 Ⅶ - - -

防災訓練への対応があれば業務内容をご教示願い
ます。

理研から防災訓練への対応要請があれば協力する
こと。
要請に応じて発生した費用は理研が別途支払う。



■要求水準書（案）に関する質問

- 21/30 -

頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
質　　　問

113 ピット水槽
資料
5

- - - - -

資料5（参考プラン）の断面図には、地下ピット水槽の
記載がありませんが、設備計画に応じて、消火水源
等、適宜地下ピットを計画して宜しいでしょうか。

資料５「本部・事務棟　参考プラン」は理研内部で比
較検討の上、本施設の設計諸条件を調整し集約した
ものであり、選定事業者の設備計画に応じて変更す
ることは差支えない。
免震構造である本施設において、選定事業者の設
備計画に応じて最下階床下等にピットを計画する場
合は、「雨水利用・排水再利用設備計画基準・同解
説 平成28年版」を参照すること。

114 各室エリアの要求水準 別表 - - - - -

ＥＶホール1～3階の床仕上げがＦ１１タイルとなってい
ますが、廊下のＦ５タイルカーペットとの区分をご教示
願います。

1～3階は外部の来客者を想定した仕様としている。
区分については平面計画と関係するため事業者提
案による。

115
各室エリアの要求水準
在館人員

別表 - - - - -

室毎の在館予定人員（実人数もしくは人員密度）をご
教示願います。

意見として受け付ける。入札公告時に示す内容を参
照すること。

116
（全般）
要求水準書の修正箇所一覧

- - - - - -

要求水準書が、実際の公告段階で変更箇所が生じ
た場合、修正箇所一覧表のような形で情報開示頂け
ませんでしょうか。

意見として受け付ける。

117 他 - - - - - -

既存本部棟から新築する「本部・事務棟」への引越し
業務は本事業とは別に実施されるという理解でよろし
いでしょうか。

引越業務自体は選定事業者の業務には含まれない
との理解でよろしい。ただし、業務要求水準書（案）19
頁「２(4)②既存什器調査及び③設置・施工」は選定
事業者の業務範囲である。

118 他 - - - - - -

「施設設備維持管理業務」には修繕更新業務は含ま
ないという理解でよろしいでしょうか。

基本的には左記の理解でよいが、業務要求水準書
（案）内で示している軽微な補修・修理は選定事業者
の業務範囲である。



■サービス購入料の算定及び支払方法等（案）に関する質問

- 22/30 -

頁

1 サービス購入料の構成 １ 1

【サービス購入料の構成】において、「サービス購入
料C1」各年度4回支払う、と「サービス購入料C2」各年
度1回支払う、とありますが、業務による年度内に支払
う回数の違いをご教示下さい。

サービス購入料Ｃ１とサービス購入料Ｃ２はそれぞれ
の対象業務の実施頻度が異なることから年度内で支
払う回数を分けている。

2
参考資料１　サービス購入料
の算定及び支払い方法等
（案）

1 1

「サービス購入料C１」及び「サービス購入料C２」を分
割している理由をご教示ください。

質問No.1を参照すること。

3 サービス購入料Ａの改定 10 5 (1) ① - -

「建設工事業務費相当が不適当となったと認めたと
き」という表現がありますが、具体的にはどのような条
件を想定されますでしょうか。

ハイパーインフレまたはデフレによる賃金水準又は物
価水準の著しい増減を想定している。

4 サービス購入料Ａの改定 10 5 (1) ③ - -

ｻｰﾋﾞｽ購入料Ａの改定に際して、物価水準等の指標
はどの指標を使用するのでしょうか。
また、ＰＦＩでは通常工事費の詳細内訳を提出しませ
んが、該当工事費の算出についてはどのように考え
ますでしょうか。

理研と選定事業者が協議して定めることを想定して
いるが、詳細は入札公告時に示すとおりとする。

5
サービス購入料C(C1及びC2)の
改定

12 5 (3) - - -

【サービス購入料C(C1及びC2)の改定】において、物
価変動の対象として契約期間内のパート従業員の最
低賃金の変動(上昇）も加味されるのかどうかご教示
下さい。

最低賃金の変動については使用予定の指標値に反
映されていると認識している。

6 廃棄文書等処理業務清算方法 15 5 (3) - イ -

廃棄文書等処理ですが、提案する業務対価に対し、
発生した廃棄文書等の重量で割返した重量でサービ
ス対価の清算を実施するということでしょうか。

左記の理解でよろしい。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

質　　　問



■モニタリング及び減額措置等（案）に関する質問

- 23/30 -

頁

1 水準未達があった場合の措置 3 2 (2) - - -

5日以内に改善計画書を提出するのは実務的に難し
いと考え、7営業日程度に変更検討頂けないでしょう
か。

意見として受け付ける。

2 減額ポイント 9 3 (2) ｳ (ｲ) -

「施設利用者の利便性を欠く場合」の具体的な基準
をお示し頂けないでしょうか。

業務水準未達の場合の全てである。
具体的な事象については、理研が選定事業者の提
案を踏まえて、対象業務毎に水準未達を認定する。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

質　　　問



■実施方針に関する意見

- 24/30 -

頁

1 選定業者の業務 3 Ⅰ 1 (6) ① ウ

既存施設等維持管理業務で今回、宿舎管理・宿舎
清掃業務が除外になっておりますが、施設管理業務
の総括責任者の元、各業務を一元的に総括管理す
る中に、従来通りの宿舎管理・宿舎清掃業務を取り入
れた包括的に管理する方が理研様の目指す「効率
的かつ効果的に実施する」いう趣旨に則するのでは
ないでしょうか。

国際交流会館を含む宿舎について、理研内部で将
来の計画を検討中であり、本事業の事業範囲とする
ことは不適当と判断した。

2 事前調査・設計業務 3 Ⅰ 1 (6) ① ア

「事前調査・設計業務」とありますが「事前調査」に関
する具体的な定義が要求水準書に見当たりません。
業務内容を明確にするためにも定義頂けないでしょう
か。

理研はボーリング調査結果及び土壌汚染調査を実
施し、公表するとともに、選定事業者に提供する予定
である。その他に必要な調査がある場合には、選定
事業者が実施すること。

3
実施方針等に関する質問回
答・意見の公表

7 Ⅰ 1 (13) - -

「実施方針等に関する質問回答・意見の公表」を踏ま
えて、適宜実施方針や要求水準書案の改訂版を公
表頂けないでしょうか。

意見として受け付ける。なお、実施方針及び業務要
求水準書（案）の改訂版を公表しない場合にも、質問
回答等を踏まえた資料を入札公告時に示す。

4
競争的対話の実施
実施方法の通知
(参加者人数)

9 Ⅰ 1 (14) ⑤ -

競争的対話には最低１０人程はお認め頂けないで
しょうか。専門の異なる者がそれぞれ参加したく考え
ております。

10人程度は参加できることとする。具体的な人数は競
争的対話参加申込者に対して別途通知する。

5 選定基準・手順 9 Ⅰ 2 (2) - -

評価値の算出は加算方式、除算方式どちらになりま
すでしょうか。
事業目的に記載される「100年の発展の礎として相応
しい建物」という側面を勘案すると、除算方式では無
く加算方式での審査が望ましいと考え、意見として提
案いたします。選定基準において除算方式はコスト
偏重の審査になりがちと考えます。

入札公告時に示すとおりとする。

6 選定の手順及びスケジュール 11 Ⅱ 2 - - -

「入札公告、入札説明書等の公表」から「入札説明書
等に関する第一回質問受付」までの期間について、
1ヶ月程度頂けないでしょうか。

意見として受け付けるが、入札公告後に質問は２回
受け付けることを予定していることから、原案のとおり
とすることを想定している。

回　　答
該当箇所

NO タイトル
見出し番号

意　　　見



■実施方針に関する意見

- 25/30 -

頁
回　　答

該当箇所
NO タイトル

見出し番号
意　　　見

7 選定の手順及びスケジュール 11 Ⅱ 2 - - -

「入札説明書等に関する第一回質問回答」から「競争
参加資格確認審査書類の受付」までの期間につい
て、３週間程度頂けないでしょうか。

意見として受け付ける。

8 選定の手順及びスケジュール 11 Ⅱ 2 - - -

入札公告以降、競争参加資格確認申請者による対
話の機会を設けて頂けないでしょうか。

意見として受け付ける。

9
入札参加者の備えるべき要件
等（維持管理）

18 Ⅱ 4 (3) ④ ｲ

「共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が
20%以上の場合のものに限る」とありますが、指定管
理者等において出資を伴わない共同企業体もあるた
め、「出資比率等」や「出資比率または業務比率」へ
の変更をお願いできますでしょうか。

意見として受け付ける。

10
入札参加者の備えるべき要件
等（維持管理）

18 Ⅱ 4 (3) ④ ｲ

（ｱ）建築設備保守管理業務において、「敷地面積140,000
㎡以上かつ延床面積100,000㎡以上」とありますが、本要件
は参加者にとっては相当な参入障壁となります。貴所の既
存施設・新築施設においては、各棟の集合体であるため、
各棟個別での管理能力を保有していれば、記載面積までの
実績は不要と考えます。「警備業務」と同様の要件まで緩和
いただきたくお願いいたします。また、（ｱ）～（ｳ）までの面積
要件について100%子会社の実績も可としていただきたくお
願いいたします。

前段については和光地区全体の建築設備を同時に
保守管理できる知見やノウハウを有していることを求
めたものであり、各棟を管理できればよいとは考えて
いない。
後段については入札公告時に示すとおりとする。

11
リスク分担表（案）
共通事項
住民対応

28
別紙
2

1 - - -

「住民」ではありませんが、貴所構内での建設である
ため、貴所関係者(研究者等)との調整があることを想
定します。
スムーズな運営のために、貴所関係者(研究者等)と
の調整は、貴所と選定事業者が協力して対応すると
いう理解で宜しいでしょうか。

原則として、理研内の関係者との調整は理研が行
い、必要に応じて、選定事業者に協力を要請する。

12
リスク分担表（案）
調査・設計・建設段階
物価変動

29
別紙
2

2 - - -

設計・建設期間中のインフレ・デフレによる物価変動
の負担者が貴所と事業者ともに△とされていますが、
昨今の建設市況を踏まえると建設物価高騰は大きな
リスクと考えます。
ついては、入札時と設計建設期間各段階での物価
指標比較によるサービス対価改訂の基準や計算方
法を定めて頂けないでしょうか。

意見として受け付ける。



■実施方針に関する意見

- 26/30 -

頁
回　　答

該当箇所
NO タイトル

見出し番号
意　　　見

13
リスク分担表（案）
調査・設計・建設段階
建設工事費

29
別紙
2

2 - - -

不可抗力による建設工事費の増大は貴所負担として
頂けないでしょうか。
貴所負担とならない場合は、より具体的に不可抗力
の種類を明示し負担者を明示頂けないでしょうか。

入札公告時に示す事業契約書（案）のとおりとする。

14
リスク分担表（案）
維持管理段階
施設瑕疵

30
別紙
2

3 - - -

施設の引渡し後10年以内に隠れた瑕疵が見つかっ
た場合のリスク負担者が選定事業者とされています
が、通常の公共工事、民間工事と同様の２年として頂
けないでしょうか。劣化や瑕疵ではない不具合も瑕疵
と同一視される可能性があり、事業者の負担が重過
ぎます。また、将来トラブルになる可能性も予想され
ます。
瑕疵が事業者の故意又は重大な過失により生じた場
合のみ、当該請求を行うことのできる期間を１０年とす
るのはいかがでしょうか。

入札公告時に示す事業契約書（案）のとおりとする。



■要求水準書（案）に関する意見

- 27/30 -

頁

1
階数
(高さ制限)

6 2 Ⅱ 1 (1) ②

「高さ制限について緩和されることを想定」との記載
がありますが、提案内容に影響を与える点かと思いま
すので、より具体的な情報を提示頂くことを希望いた
します。

和光市との協議により、高さ制限は緩和されることを
想定している。和光市との事前協議結果を回答別紙
１のとおり、示す。

2 近隣及び構内対応 31 2 Ⅱ 4 (3)
①
ｱ

貴所構内での建設であるため、貴所関係者(研究者
等)との調整があることを想定します。その際、スムー
ズな事業推進のために貴所と事業者が協力しての窓
口対応として頂けないでしょうか。

理研は必要に応じて（特に研究者との調整につい
て）支援を行うことを想定しているが、原則として工事
中の苦情その他については、選定事業者を窓口とし
て自らの責任において処理すること。

3
建設工事業務実施の際の注意
点

33 2 Ⅱ 4 (3)
③
ｽ

「工事により周辺地域に水枯れ等の被害が発生」しな
いように努めることは勿論ですが、万が一工事をする
上で致し方ない状況の場合(施設計画上、工事によ
る影響が避けられないと分かった場合等)は責務の免
除を協議頂けないでしょうか。

選定事業者は工事による影響が避けられない可能性
があると判断した時点で速やかに申し出ること。選定
事業者からの申し出を受け、理研がやむを得ないと
判断した場合には協議することとする。

4 法令等の遵守 37 2 Ⅱ 2

「法令等の遵守」において、「建築保全業務共通仕様
書」,「製造メーカー及び施工業者による保全仕様書」
に「準拠」とございますが、準拠ではなく参考等の表
現としていただけないでしょうか。準拠の場合、仕様
変更等による効率化提案が不可となります。

原則として建築保全業務共通仕様書及び製造メー
カー及び施工業者による保全業務仕様書に準拠し
て実施すること。
ただし、各業務の詳細については理研と協議の上、
理研が承諾した場合には一部変更等を認める場合
がある。

5 保守の範囲 48 2 Ⅳ 3 (3) ②

保守の対象となる機器の詳細数量・仕様を入札公告
時にお示しください。

現在（平成28年４月発注業務）の対象設備の詳細は
回答別紙４「管理業務運転基準」を参照すること。

6 その他の業務について 52 2 Ⅳ 5 (2)

「『建築保全業務共通仕様書（最新版）』に準じ」とあり
ますが、共通仕様書の頻度や仕様を遵守し、一切の
変更を認めない場合、効率的な仕様変更提案は不
可となりますが、「参考」等に変更いただけないでしょ
うか。

原則として建築保全業務共通仕様書及び製造メー
カー及び施工業者による保全業務仕様書に準拠し
て実施すること。
ただし、各業務の詳細については理研と協議の上、
理研が承諾した場合には一部変更等を認める場合
がある。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

意　　　見



■要求水準書（案）に関する意見

- 28/30 -

頁
回　　　答

見出し番号
NO タイトル

該当箇所
意　　　見

7 清掃に使用する消耗品 93 3 Ⅴ 6 (2) ②

清掃に使用する消耗品（トイレットペーパー、水石
鹸、殺菌消毒用アルコール、ゴミ袋）は選定事業者で
用意することとあります。当該消耗品の正確な消費量
は現行事業者以外には分かり得ない情報です。公平
な応札のため、入札要綱時には年間消費実績をご教
示ください。

入札公告時に示すとおりとする。



■サービス購入料の算定及び支払方法等（案）に関する意見

- 29/30 -

頁

1 サービス購入料の構成 1 - - - - -

【サービス購入料の構成】において、「サービス
購入料C1」各年度4回支払う、と「サービス購入
料C2」各年度1回支払う、とありますが、その中
の各年度1回支払いの中に年2回以上実施する項目
があります。これに関しては年複数回の支払いと
していただくことは可能でしょうか。

意見として受け付ける。

2 サービス購入量C2支払手続き 6 3 (4) - イ (ｲ)

サービス対価Ｃ２は業務内容が年2回等、短期的
に発生する業務となっています。事業契約の解除
時、供用開始日の遅延等の場合のサービス購入料
ですがサービス供用開始日の遅延等Ｃ２について
も日割り計算ではなく、実施業務内容に応じた清
算としてください。特に供用開始日が1,2か月の
遅延となった場合ですが、業務実施回数は変わら
ないにもかかわらずサービス購入料のみ減額とい
うことが起こり得ます。

完了された業務分については日割り計算ではなく、
実施内容に応じて精算することにする。
詳細は入札公告時に示すとおりとする。

3 サービス購入料Ａの改定 10 5 (1) ③ - -

「協議開始の日から14日以内に協議が整わない場
合」とありますが、実務的には厳しいスケジュー
ルと考えます。21日程度に延長頂けないでしょう
か。

意見として受け付ける。

4 サービス購入料Ａの改定 10 5 (1) ⑦ - -

「協議開始の日から14日以内に協議が整わない場
合」とありますが、実務的には厳しいスケジュー
ルと考えます。21日程度に延長頂けないでしょう
か。

意見として受け付ける。

5 物価変動の指標値 11 5 (2) - ア -

修繕業務については賃金指数よりも、建設費に大
きく左右されます。修繕業務の物価変動指標は建
設物価指数を採用いただけないでしょうか。

意見として受け付ける。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

意　　　見



■モニタリング及び減額措置等（案）に関する意見

- 30/30 -

頁

1 水準未達があった場合の措置 3 2 (2) - - -

5日以内に改善計画書を提出するのは実務的に難し
いと考えます。
7営業日程度に変更頂けないでしょうか。

意見として受け付ける。

回　　　答
見出し番号

NO タイトル
該当箇所

意　　　見
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（中央・南地区）
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施設管理業務運転基準

研究支援部　施設課

kyohei.umemura
4-1



2

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（平日）

（中央・南地区）
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(電気機械棟)
 冷熱源機器  吸収式冷温水発生機  360RT 151 2 日４回　夏期及び冬期運転

 100RT 151 1 日４回　夏期及び冬期運転
 冷暖房関連機器  地下タンク(特高変電所) （軽油）  4,000L 12 1 月例点検

 冷却塔(冷温水発生機用) 12 5 週１回
 冷温水ポンプ 28 14 週１回　夏期3ヶ月・冬期4ヶ月運転　(3+4)×4週/月

 冷却水ポンプ 12 3 週１回　夏期運転
 送風機、排風機 24 3 月２回
 空気調和機 24 1 月２回

 給排水衛生機器  給水ポンプ 48 13 週１回月１回
 消火ポンプ 48 2 週１回月１回
 井戸ポンプ  1号,3号,4号 48 3 週１回月１回
 空気圧縮機 24 2 月２回
 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(研究本館)
 冷暖房関連機器  空気調和機 24 8 月２回

 送風機、排風機 24 8 月２回
 排風機(ドラフトファン等) 24 81 月２回
 冷却水ポンプ 48 1 週１回

 給排水衛生機器  純水製造装置 242 1 日１回
 真空配管装置 24 3 月２回
 汚水排水水中ポンプ 48 6 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 4 週１回月１回

(事務棟)
 冷暖房関連機器  空気調和機 24 1 月２回

 排風機 24 3 月２回

(統合支援施設)
 冷熱源機器  パッケージ形空気調和機 24 2 月２回
 冷暖房関連機器  排風機 24 3 月２回

 全熱交換器 24 2 月２回
 給排水衛生機器  給湯用循環ポンプ 48 2 週１回月１回

(図書館)
 冷暖房関連機器  空気調和機 24 1 月２回
 給排水衛生機器  汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

(受水槽ポンプ室)
 給排水衛生機器  上水加圧送水ポンプ 48 3 週１回月１回

 上水送水ポンプ 48 2 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(レーザー研究棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 151 3 日１回　夏期及び冬期運転
 冷暖房関連機器  冷温水ポンプ 28 3 週１回　夏期3ヶ月・冬期4ヶ月運転

 空気調和機 24 4 月２回
 排風機 24 20 月２回

(情報基盤棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 242 8 日１回

 冷却塔(補助ﾁﾗｰ内蔵密閉式)  法定冷凍能力20t未満 48 1 週１回
 冷暖房関連機器  排風機 24 5 月２回

 純水処理装置  空調加湿用 24 1 月２回
 冷水ポンプ 48 10 週１回

 給排水衛生機器  圧力給水ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 屋内消火栓ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 汚水排水水中ポンプ 48 4 週１回月１回
 井水給水ポンプユニット 48 1 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(フロンティア中央研究棟･材料科学実験棟)
 温熱源機器  真空式温水発生機  186kW 24 1 週１回　夏期運転（6ヶ月）
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 242 6 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 151 1 日１回　夏期及び冬期運転
 冷暖房関連機器  空気調和機 24 7 月２回

 排風機 24 20 月２回
 冷温水ポンプ 48 3 週１回
 冷温水ポンプ 28 1 週１回　夏期3ヶ月・冬期4ヶ月運転
 温水循環ポンプ 24 1 月２回
 脱臭装置 24 1 月２回

 給排水衛生機器  空気圧縮機 24 2 月２回
 真空配管装置 24 2 月２回
 純水製造装置 24 1 月２回
 実験排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

(ライフサイエンス実験棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 242 1 日１回

 チリングユニット  法定冷凍能力50t未満 242 1 日１回
 パッケージ形空気調和機 242 2 日１回

 温熱源機器  小型ボイラー 242 2 日３回　交互運転
 温水ボイラー 242 1 日３回

 冷暖房関連機器  空気調和機 24 3 月２回
 排風機 24 12 月２回
 フィルターユニット 24 2 月２回
 熱交換器(暖房用)  第一種圧力容器 12 1 月例点検
 フラッシュタンク  第一種圧力容器 12 1 月例点検
 冷水ポンプ 48 1 週１回
 温水ポンプ 48 2 週１回
 脱臭装置 48 1 週１回

 給排水衛生機器  空気圧縮機 24 2 月２回
 真空配管装置 24 1 月２回
 純水製造装置 242 1 日１回
 消火ポンプ 48 1 週１回月１回
 動物排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(環境資源科学研究棟)
 冷暖房関連機器  空気調和機 24 1 月２回

 除湿機 24 1 月２回
 排風機 24 5 月２回
 熱交換器(暖房用)  第一種圧力容器 4 1 月１回　冬期運転
 温水ポンプ 16 2 週１回　冬期運転

 脱臭装置  湿式 48 1 週１回
 脱臭装置  乾式 24 1 月２回

 給排水衛生機器  真空ポンプ 24 1 月２回
 純水装置 242 1 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(サブエネルギー棟)
 冷熱源機器  遠心式冷凍機  400RT 242 3 日４回
 温熱源機器  小型ボイラ 242 3 日３回
 冷暖房関連機器  冷却塔  遠心冷凍機用 48 3 週１回

 空調用ポンプ 48 11 週１回
 排風機 24 7 月２回
 機械監視装置 242 1 日１回

 給排水衛生機器  揚水ポンプ 48 5 週１回月１回
 消火ポンプ 48 1 週１回月１回
 空気圧縮機 24 2 月２回

(研究基盤技術棟)
 冷暖房関連機器  熱交換器(暖房用)  第一種圧力容器 4 1 月１回　冬期運転　月例点検

 熱交換器(冷房用) 3 1 月１回　夏期運転
 温水用ポンプ 16 1 週１回　冬期運転
 冷水用ポンプ 12 1 週１回　夏期運転
 還水用ポンプ 48 2 週１回
 排風機 24 6 月２回
 空気調和機 24 1 月２回
 パッケージ形空調機 24 1 月２回
 冷却塔 24 1 月２回
 冷却水ポンプ 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(RI実験棟)
 冷暖房関連機器  熱交換器(暖房用)  第一種圧力容器 4 1 月１回　冬期運転　月例点検

 熱交換器(冷房用) 3 1 月１回　夏期運転
 温水用ポンプ 16 1 週１回　冬期運転
 冷水用ポンプ 12 1 週１回　夏期運転
 還水用ポンプ 48 2 週１回
 排風機 24 4 月２回
 空気調和機 24 6 月２回
 乾式除湿機 24 1 月２回

 給排水衛生機器  蒸留水製造装置 24 1 月２回

(生物科学研究棟･東)
 冷暖房関連機器  熱交換器(暖房用)  第一種圧力容器 4 1 月１回　冬期運転　月例点検

 熱交換器(冷房用) 3 1 月１回　夏期運転
 冷温水用ポンプ 28 1 週１回　夏期3ヶ月・冬期4ヶ月運転
 還水用ポンプ 48 2 週１回
 排風機 24 43 月２回
 空気調和機 24 6 月２回
 乾式除湿機 24 1 月２回

 給排水衛生機器  蒸留水製造装置 24 1 月２回
 真空ポンプ 24 2 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(生物科学研究棟･西)
 冷暖房関連機器  熱交換器(暖房用)  第一種圧力容器 12 2 月例点検

 熱交換器(冷房用) 3 1 月１回　夏期運転
 温水用ポンプ 48 1 週１回
 冷水用ポンプ 12 1 週１回　夏期運転
 還水用ポンプ 48 2 週１回
 ブラインチラー  法定冷凍能力20t未満 24 1 月２回
 ブラインポンプ 24 1 月２回
 排風機 24 70 月２回
 空気調和機 24 16 月２回
 乾式除湿機 24 2 月２回

 給排水衛生機器  蒸留水製造装置 24 1 月２回
 真空ポンプ 24 2 月２回
 貯湯槽  第一種圧力容器 12 1 月例点検
 給湯循環ポンプ 48 1 週１回月１回

（ケミカルバイオロジー研究棟）
 冷暖房関連機器  熱交換器 暖房用   第一種圧力容器 12 1 月例点検

 温水用ポンプ        48 1 週１回
 還水用ポンプ　　    48 2 週１回
 空気調和機　       24 4 月２回
 排風機             24 27 月２回
 脱臭装置  乾式 24 3 月２回

 給排水衛生機器  給湯循環ポンプ　    48 2 週１回月１回
 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ 12 2 月１回
 貯湯槽  第一種圧力容器 12 1 月例点検
 上水給水ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 井水給水ポンプユニット 48 1 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(研究交流棟、東棟、南棟)
 温熱源機器  小型ボイラ    242 2 日３回　交互運転 
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 242 5 日１回

 チリングユニット  法定冷凍能力20t未満 242 2 日１回
 冷暖房関連機器  熱交換器(実験冷却水用) 12 1 月１回

 空気調和機　　　　　 24 14 月２回
 全熱交換器　　　　 24 5 月２回
 排風機       　　　 24 12 月２回
 排風機(ドラフトファン等)  24 33 月２回
 排風機(機械室、実験室) 24 90 月２回
 冷温水ポンプ 　　 48 8 週１回
 冷水１、２次ポンプ　　 48 4 週１回
 冷却水ポンプユニット　 48 1 週１回
 冷却水揚水ポンプ　　 48 2 週１回
 蒸気ドレンポンプ 　 12 2 月１回
 脱臭装置    48 3 週１回
 機械監視装置      242 1 日１回

 給排水衛生機器  圧力給水ポンプ 48 2 週１回月１回
 雨水排水水中ポンプ　　 48 8 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ    48 4 週１回月１回
 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ　 48 2 週１回月１回
 消火ポンプ　 48 1 週１回月１回
 純水製造装置　     242 1 日１回
 ろ過装置　　　　 12 1 月１回
 空気圧縮機　　　　 24 2 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(物質科学研究棟)
 温熱源機器  真空式温水器（熱源水用）  288kW　　　 16 2 週１回　冬期運転

 真空式温水器（温水用）　  477kW　　　 16 1 週１回　冬期運転
 真空式温水器（給湯用）　  233kW 48 2 週１回

 冷熱源機器  吸収式冷温水発生機  210RT　　　　　　　　　 242 2 日４回
 チリングユニット（実験冷却水用）  法定冷凍能力50t未満 242 2 日１回

 冷暖房関連機器  冷却塔（冷温水発生機用） 14 2 週１回
 冷却塔（熱源水用）　　　　  223RT　　　　　　　　　 24 2 月２回
 冷温水、冷却水ポンプ 48 4 週１回
 水熱源ポンプ 48 2 週１回
 温水ポンプ 16 1 週１回　冬期運転
 凍結防止用循環ポンプ　 16 1 週１回　冬期運転
 実験冷却水循環ポンプ 48 6 週１回
 空気調和機　　　　　 24 20 月２回
 脱臭装置　　　　　　　 48 6 週１回
 機械監視装置　　　　　 242 1 日１回
 貯湯槽  第二種圧力容器 12 2 月１回
 排風機 24 59 月２回
 空調換気扇　　　　　 12 11 月１回
 送風機 24 10 月２回

 給排水衛生機器  井水加圧給水ポンプ　 48 1 週１回月１回
 温水循環ポンプ 48 4 週１回月１回
 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ 48 4 週１回月１回
 屋内消火栓ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 空気圧縮機　　 24 2 月２回
 真空ポンプ 24 2 月２回
 純水循環ポンプ 48 6 週１回月１回
 純水装置　　 242 1 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(ナノサイエンス実験棟)
 温熱源機器  小型ボイラ   242 3 日３回
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型) 法定冷凍能力50t未満 242 1 日１回

 チリングユニット  法定冷凍能力50t未満 242 2 日１回
 冷暖房関連機器  熱交換器 12 1 月１回

 熱交換器 12 1 月１回
 冷却塔(補助ﾁﾗｰ内蔵密閉式)  法定冷凍能力20t未満 48 1 週１回
 温水一次ポンプ 48 1 週１回
 冷水一次ポンプ 48 3 週１回
 温水二次ポンプ　　　 48 3 週１回
 冷水二次ポンプ 48 3 週１回
 冷温水ポンプ 48 1 週１回
 空気調和機　　　 24 40 月２回
 送風機　　　 24 6 月２回
 排風機　　　　 24 47 月２回
 フラッシュタンク  第一種圧力容器 12 1 月例点検
 実験冷却水ポンプ 48 2 週１回
 機械監視装置 242 1 日１回

 給排水衛生機器  消火栓ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 上水加圧ポンプ 48 1 週１回月１回
 井水加圧ポンプ 48 1 週１回月１回
 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ 48 6 週１回月１回
 生活排水水中ポンプ 48 6 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 6 週１回月１回
 空気圧縮機　　　 24 2 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(ナノサイエンス実験棟　ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ)
 冷熱源機器  チリングユニット  法定冷凍能力50t未満 242 3 日１回
 冷暖房関連機器  冷却塔(補助ﾁﾗｰ内蔵密閉式)  法定冷凍能力20t未満 48 1 週１回

 実験冷却水ポンプ 48 2 週１回
 冷水ポンプ 48 7 週１回
 温水ポンプ 48 2 週１回
 熱交換器（冷水用）　 12 1 月１回
 熱交換器（温水用）　 12 1 月１回
 空気調和機　　　 24 3 月２回
 送風機　　　 24 10 月２回
 排煙ファン 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(サイエンスタウンユーティリティー)
 給排水衛生機器  上水給水ポンプ 48 5 週１回月１回

[中央・南地区]
(外溝）
 給排水衛生機器  特殊実験排水水中ポンプ 48 8 週１回月１回

 特殊実験排水用陸上ポンプ 48 2 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
( 南地区コ ージェ ネレ ーショ ンシステム棟)
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ  発電出力1,500kW 242 2 日１回

 ガスエンジン 運転時常時監視
　　1)ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ
　　2)発電機
　　3)ﾌﾟﾚｶﾞｽｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ
　　4)ｾﾞﾛｶﾞｽｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ
　　5)補助潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ
　　6)ｴﾝｸﾛｰｼﾞｬ
 潤滑油新油タンク
　　1)ﾀﾝｸ  ｽﾃﾝﾚｽ製　2m3
　　2)潤滑油移送ﾎﾟﾝﾌﾟ  横形歯車　2m3/h×0.2MPa×1.5kW
 換気ファン  400m3/min×50mmAq×7.4kW×φ750
 換気吸気サイレンサ  75dB(A)
 換気排気サイレンサ  75dB(A)
 補機モジュール
　　1)ｼﾞｬｹｯﾄ冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ  ｲﾝﾗｲﾝ型単段渦巻60.6m3/h×30mH×11kW
　　2)ｼﾞｬｹｯﾄ冷却水熱交換器  ﾌﾟﾚｰﾄ式
　　3)ﾌﾟﾚﾋｰﾀ
　　4)ｼﾞｬｹｯﾄ冷却水膨張ﾀﾝｸ  密閉型　内容積35L
　　5)ｴｱｸｰﾗ冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ  ｲﾝﾗｲﾝ型単段渦巻29.9m3/h×25mH×5.5kW
　　6)ｴｱｸｰﾗ冷却水熱交換器  ﾌﾟﾚｰﾄ式
　　7)ｴｱｸｰﾗ冷却水膨張ﾀﾝｸ  密閉型　内容積35L
　　8)温水回収用熱交換器  ﾌﾟﾚｰﾄ式
　排熱回収ボイラ  貫流式　蒸気量1.0ton/h
　　1)排熱ﾎﾞｲﾗ
　　2)給水ﾎﾟﾝﾌﾟ  多段ﾀｰﾋﾞﾝ式
　　3)薬注装置
　　4)連続ﾌﾞﾛｰ装置
 還水タンク  ｽﾃﾝﾚｽ製2m3
 軟水装置
 蒸気ヘッダー
 排気サイレンサ
 排ガス分析計
 脱硝装置
 尿素水タンク  PE製　3m3

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
( 南地区コ ージェ ネレ ーショ ンシステム棟)
 冷熱源機器  蒸気吸収式冷凍機  360RT 242 1 日４回

 温水吸収式冷凍機  160RT 242 2 日４回
 冷暖房関連機器  冷却塔（蒸気吸収式用） 48 1 週１回　ｼｰｽﾞﾝｲﾝ点検2回含む

 冷却塔（温水吸収式用） 48 2 週１回　ｼｰｽﾞﾝｲﾝ点検2回含む
 冷却塔（ＣＧＳ冷却用） 48 2 週１回　ｼｰｽﾞﾝｲﾝ点検2回含む
 空調用ポンプ（冷凍機用） 48 5 週１回
 冷却水ポンプ 48 5 週１回
 ドレンアップポンプ 48 2 週１回
 蒸気還水ポンプ 48 2 週１回
 送風機 24 6 月２回
 排風機 24 5 月２回

 給排水衛生機器  井水加圧給水ポンプ 48 1 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回
 呼水タンク 1 1 年１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(中性子工学施設)
 冷熱源機器  パッケージ形外気調和機 24 1 月２回
 冷暖房関連機器  排風機 24 4 月２回
 給排水衛生機器  電気温水器 20L 12 1 月１回

 汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(創発科学実験棟)
 冷熱源機器  パッケージ形外気調和機 冷房:29.7kW　暖房:21.7kW 48 1 週１回

 パッケージ形空気調和機 冷房:20kW 24 4 月２回
 冷暖房関連機器  送排風機 24 9 月２回
 給排水衛生機器  汚水排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

 実験排水水中ポンプ 48 2 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学東研究棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型) 法定冷凍能力50t未満 242 2 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 242 3 日１回
 冷暖房関連機器  貯湯槽  第一種圧力容器 12 2 月例点検

 空気調和機(機械室内) 24 20 月２回
     〃   　　 (5階ISS内) 24 6 月２回
 排風機 24 46 月２回
 冷温水ポンプ 48 13 週１回
 還水ポンプ 48 2 週１回
 脱臭装置 48 6 週１回

 給排水衛生機器  圧力給水ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 屋内消火栓ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 温水循環ポンプ 48 2 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ 48 5 週１回月１回
 実験排水水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 6 週１回月１回
 空気圧縮機 24 1 月２回
 純水製造装置 242 1 日１回
 動物排水処理ブロワ 48 2 週１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学西研究棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 151 2 日１回　夏期及び冬期運転

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 93 2 日１回　春期及び秋期運転
 冷暖房関連機器  空気調和機  24 6 月２回　動物飼育系統は交互運転

 全熱交換器 48 2 週１回　交互運転
 送風機 24 16 月２回
 冷温水ポンプ 28 2 週１回　夏期3ヶ月・冬期4ヶ月運転
 冷温水ポンプ 20 2 週１回　春期3ヶ月・秋期2ヶ月運転

 給排水衛生機器  給湯用空気熱源ヒートポンプユニット  冷凍能力20t未満 48 1 週１回
 給湯循環ポンプ 48 1 週１回月１回
 貯湯槽  第二種圧力容器 12 1 月１回

　大型動物飼育室・実験室
 冷熱源機器  パッケージ型空気調和機 24 2 月２回
 冷暖房関連機器  全熱交換器 24 2 月２回

 フィルターユニット 24 4 月２回
 排風機 24 6 月２回
 脱臭装置 48 1 週１回
 排煙ファン 24 1 月２回

 給排水衛生機器  井水ポンプ 48 2 週１回月１回
 放流ポンプ 48 2 週１回月１回
 消毒剤ポンプ 48 1 週１回
 動物排水処理ブロワ 48 1 週１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学中央研究棟Ⅰ期)
 温熱源機器  小型ボイラ    242 3 日３回
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型) 法定冷凍能力60t未満　第一種冷凍設備 242 2 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力60t未満　第一種冷凍設備 242 4 日１回
 冷暖房関連機器  貯湯槽  第一種圧力容器 12 2 月例点検

 冷却塔(熱源水用)        450RT 24 1 月２回
 熱交換器(加熱用)　  ﾌﾟﾚｰﾄ型 12 1 月１回
 空気調和機　 24 31 月２回
 送排風機        24 50 月２回
 ドラフト用ファン 24 70 月２回
 冷温水ポンプ 48 14 週１回
 脱臭装置     動物排気系統 48 5 週１回
 脱臭装置      ﾄﾞﾗﾌﾄ排気系統 48 4 週１回
 機械監視装置      242 1 日１回
 熱源水ポンプ　　 48 1 週１回

 給排水衛生機器  圧力給水ポンプ 48 6 週１回月１回
 屋内消火栓ポンプユニット 48 1 週１回月１回
 温水循環ポンプ 48 2 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ       48 5 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 10 週１回月１回
 空気圧縮機       24 1 月２回
 純水製造装置　  242 1 日１回
 動物排水処理ブロワ 48 2 週１回
 真空ポンプ　 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学中央研究棟Ⅱ期)
 温熱源機器  小型ボイラ    242 2 日３回
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型) 法定冷凍能力60t未満　第一種冷凍設備 242 2 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力60t未満　第一種冷凍設備 242 4 日１回
 冷暖房関連機器  貯湯槽  第一種圧力容器 12 1 月例点検

 冷却塔(熱源水用)        450RT 24 1 月２回
 熱交換器(加熱用)　  ﾌﾟﾚｰﾄ型 12 1 月１回
 空気調和機　  24 25 月２回
 送排風機       24 49 月２回
 ドラフト用ファン 24 74 月２回
 冷温水ポンプ 48 16 週１回
 脱臭装置       動物排気系統 48 5 週１回
 脱臭装置       ﾄﾞﾗﾌﾄ排気系統 48 4 週１回
 熱源水ポンプ　　　 48 1 週１回
 還水ポンプ   48 2 週１回
 地上式オイルタンク4,000L　　 12 1 月例点検

 給排水衛生機器  圧力給水ポンプ 48 6 週１回月１回
 温水循環ポンプ 48 2 週１回月１回
 湧水排水水中ポンプ 48 4 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 4 週１回月１回
 空気圧縮機    24 1 月２回
 純水製造装置　 242 1 日１回
 動物排水処理ブロワ 48 2 週１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学池の端研究棟)
 冷暖房関連機器  空気調和機　    24 5 月２回

 送風機        24 5 月２回
 給排風機 1 50 年１回

 給排水衛生機器  上水圧力給水ポンプ 48 1 週１回月１回
 屋内消火栓ポンプユニット 48 1 週１回月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学神経回路遺伝学研究棟)
 温熱源機器  小型ボイラ    242 4 日３回

 吸収式冷温水発生機  360RT 242 1 日４回
 冷熱源機器  遠心式冷凍機  360RT 242 1 日４回
 冷暖房関連機器  冷却塔（冷凍機用）     48 1 週１回

 冷却塔（冷温水発生機用）     14 1 週１回
 熱交換器(温水用)　  ﾌﾟﾚｰﾄ型 12 1 月１回
 空気調和機　  24 9 月２回　
 散水式全熱交換機 48 5 週１回
 送排風機       24 50 月２回
 脱臭装置用排風機 24 6 月２回
 冷温水ポンプ 48 14 週１回
 脱臭装置      48 10 週１回
 プレッシャーポンプ 48 1 週１回
 地下式オイルタンク  4,000L　　 12 1 月例点検
 冷温水コイルユニット 12 2 月1回

 給排水衛生機器  貯湯槽(第1圧)  第一種圧力容器 12 2 月例点検
 圧力給水ポンプ 48 2 週１回月１回
 給湯循環ポンプ 48 2 週１回月１回
 屋内消火栓ポンプ 48 1 週１回月１回
 汚水ポンプ 48 2 週１回月１回
 実験排水水中ポンプ 48 14 週１回月１回
 空気圧縮機    24 1 月２回
 吸引供給設備 24 1 月２回
 動物排水処理ブロワ 48 4 週１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表



26

( 電気設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]
特高 受変電設備  受 電 所  

    第１特高変電所 242 5 日１回
    高低圧配電盤(４９面) 24 49 月２回

 電灯･動力設備 (研究本館･工学実験棟･ﾚｰｻﾞｰ研究棟)
　　低圧配電盤(３５９面) 1 359 年１回
（図書館、医務棟、国際交流会館）
　　低圧配電盤(１9面) 1 19 年１回
（フロティア中央棟・材料科学実験棟・ＬＳ棟）
　　低圧配電盤(４４面) 1 44 年１回

 受変電設備  高低圧変電所
(電気機械棟)
    高低圧配電盤(１４面) 24 14 月２回
(研究本館その1電気室)
    高低圧配電盤(２１面) 24 21 月２回
(研究本館その2･その3電気室)
    高低圧配電盤(２３面) 24 23 月２回
(研究本館旧電算機変電所)
    高低圧配電盤(１６面) 24 16 月２回
(広沢ｸﾗﾌﾞ変電所)
    高低圧配電盤(５面) 24 5 月２回
(ﾚｰｻﾞｰ研究棟変電所)
    高低圧配電盤(１０面) 24 10 月２回
(工学実験棟附属棟変電所)
    高低圧配電盤(１４面) 24 14 月２回
(ﾌﾛﾝﾃｨｱ中央研究棟変電所)
    高低圧配電盤(１３面) 24 13 月２回
(ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ実験棟変電所)
    高低圧配電盤(５面) 24 5 月２回
(情報基盤棟変電所)
    高低圧配電盤(１９面) 24 19 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]
 自家発電設備 （第１特高変電所） 24 1 月２回（運転）

            １２５０KVA 　　1台
（ﾌﾛﾝﾃｨｱ中央研究棟変電所） 24 1 月２回（運転）
            １８５KVA 　　1台
（ ﾗｲﾌｻｲｴﾝｽ実験棟変電所） 24 1 月２回（運転）
            ２５０KVA 　　1台
（ 工学実験棟変電所） 24 1 月２回（運転）
            １８５KVA 　　1台
（ ﾚｰｻﾞｰ研究棟変電所） 24 1 月２回（運転）
            ３４０KVA 　　1台
（電気機械棟変電所） 24 2 月２回（運転）
            ３７５KVA 　　1台
            　７２KVA 　　1台
（ 情報基盤棟変電所） 24 1 月２回（運転）
            ３７５KVA 　　1台

 直流電源設備 （第１特高変電所） 24 1 月２回
      制御用  　 1台
（ 電気機械棟） 24 2 月２回
      非常灯・制御用  　 1台
      電話・電気時計用  　 1台
（ ﾌﾛﾝﾃｨｱ中央研究棟） 24 1 月２回
      非常灯・制御用  　 1台
（ 情報基盤棟） 24 1 月２回
      非常灯・制御用  　 1台

 太陽光発電設備  (実用化施設)
　　太陽光発電装置　１０ｋＷ 12 1 月１回
（事務棟）
　　太陽光発電装置　４０ｋＷ 12 1 月１回
 (医務棟)
　　太陽光発電装置　５ｋＷ 12 1 月１回
（ ﾚｰｻﾞｰ研究棟）
　　太陽光発電装置　１０ｋＷ 12 1 月１回
（広沢クラブ）
　　太陽光発電装置　１５ｋＷ 12 1 月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]

（ ﾌﾛﾝﾃｨｱ中央研究棟）
　　太陽光発電装置　１０ｋＷ 12 1 月１回
（託児施設りけんキッズわこう）
　　太陽光発電装置　５．５ｋＷ 12 1 月１回

 外灯設備 （ハイブリッド外灯2灯を含む） 12 181 月１回
 監視制御設備  中央監視室常駐者 242 1 常時監視

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 南地区]
 電灯･動力設備 （生物科学研究棟）

　　低圧配電盤（６９面） 1 69 年１回

　　低圧配電盤・廊下実験盤(５８面） 1 58 年１回
（南地区コージェネレーションシステム棟）
　　低圧配電盤（２０面） 1 23 年１回

 受変電設備 (サブエネルギー棟変電所)
    高低圧配電盤(３４面) 24 34 月２回
    (変圧器･ｺﾝﾃﾞﾝｻｰを含む)
(生物科学研究棟変電所)
    高低圧配電盤(１３面) 24 13 月２回
    (変圧器を含む)
(RI実験棟変電所)
    高低圧配電盤(９面) 24 9 月２回
    (変圧器を含む)
（南地区コージェネレーションシステム棟）
    高低圧配電盤(6面) 24 6 月２回
    (変圧器を含む)

 自家発電設備 （サブエネルギー棟） 24 1 月２回（運転）
            ４５０KVA 　　1台
（ 生物科学研究棟） 24 1 月２回（運転）
            ４５０KVA 　　1台

 直流電源設備  サブエネルギー棟
      非常灯・制御用  　 1台 24 1 月２回
南地区コージェネレーションシステム棟
      制御用  　 1台 24 1 月２回

 太陽光発電設備 研究基盤技術棟 12 1 月１回
　　太陽光発電装置　６０ｋＷ
生物科学研究棟 12 1 月１回
　　太陽光発電装置　３０ｋＷ
ＲＩ実験棟 12 1 月１回
　　太陽光発電装置　３０ｋＷ
環境資源科学実験棟 12 1 月１回
　　太陽光発電装置　７．５ｋＷ

 水車発電設備  サブエネルギー棟 12 1 月１回
　　水車発電装置　９ｋＷ

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表

（サブエネルギー棟・技術基盤棟・ＲＩ実験
棟・環境資源棟・加速センター生物棟・ケミ

カルバイオロジー棟・中性子工学施設）
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 南地区]
( 研究交流棟、 東棟、 南棟)
 電灯･動力設備 ( 研究交流棟、 東棟、 南棟)

　 　 低圧配電盤( 54面) 1 54 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 ( 研究交流棟、 東棟、 南棟)
    高低圧配電盤( 38面) 24 38 月２回

 自家発電設備 ( 研究交流棟、 東棟、 南棟)
            375KVA 　 　 1台 24 1 月２回（運転）

 直流電源設備 ( 研究交流棟、 東棟、 南棟)
      非常灯・ 制御用  　  1台 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 南地区]
( 物質科学研究棟)
 電灯･動力設備 ( 物質科学研究棟)

　 　 低圧配電盤( 26面) 1 26 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 ( 物質科学研究棟)
    高低圧配電盤( 11面) 24 11 月２回
　 　 　 （ 変圧器含む）

 自家発電設備 ( 物質科学研究棟)
            200KVA 　 　 1台 24 1 月２回（運転）

 直流電源設備 ( 物質科学研究棟)
      非常灯・ 制御用  　  1台 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 南地区]
( ｻｲｴﾝｽﾀｳﾝﾕー ﾃｨﾘﾃｨ )ー
 電灯･動力設備 ( ｻｲｴﾝｽﾀｳﾝﾕー ﾃｨﾘﾃｨ )ー

　 　 低圧配電盤( 3面) 1 3 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 ( ｻｲｴﾝｽﾀｳﾝﾕー ﾃｨﾘﾃｨ )ー
    高低圧配電盤( 10面) 24 10 月２回

 自家発電設備 ( ｻｲｴﾝｽﾀｳﾝﾕー ﾃｨﾘﾃｨ )ー
　 　  100KVA 1台 24 1 月２回（運転）

 直流電源設備 ( ｻｲｴﾝｽﾀｳﾝﾕー ﾃｨﾘﾃｨ )ー
      非常灯・ 制御用  　  1台 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 南地区]
( ナノ サイ エンス実験棟)
 電灯･動力設備 ( ナノ サイ エンス実験棟)

　 　 低圧配電盤( ２ ２ 面) 1 22 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 ( ナノ サイ エンス実験棟)
    高低圧配電盤( 14面) 24 14 月２回

 自家発電設備 ( ナノ サイ エンス実験棟)
　 　  250KVA　 　  1台 24 1 月２回（運転）

 直流電源設備 ( ナノ サイ エンス実験棟)
      非常灯・ 制御用  　  1台 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 南地区]
( 創発科学実験棟)
 電灯･動力設備 ( 創発科学実験棟)

　 　 低圧配電盤( ３ 面) 1 3 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 実験盤)

 受変電設備 ( 創発科学実験棟)
    高低圧配電盤( ４ 面) 24 4 月２回

 直流電源設備 ( 創発科学実験棟)
      非常灯・ 制御用  　  1台 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]
 電灯･動力設備 （ 脳科学中央研究棟1期及び2期)

　 　 低圧配電盤( １ ０ ８ 面) 1 108 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)
（ 脳科学西研究棟及び大型動物施設)
　 　 低圧配電盤( １ ９ 面) 1 19 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)
（ 脳科学東研究棟)
　 　 低圧配電盤( ３ １ 面) 1 31 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 （ 脳科学東研究棟変電所)
    高低圧配電盤( 17面) 24 17 月２回
（ 脳科学中央研究棟( Ⅰ) )
    高低圧配電盤( 31面) 24 31 月２回
（ 脳科学西研究棟変電所)
    高低圧配電盤( 5面) 24 5 月２回

 自家発電設備 （ 脳科学東研究棟） 24 1 月２回（運転）
            500KVA 　 　 1台
（ 脳科学中央研究棟 Ⅰ期） 24 3 月２回（運転）
　 　 　 　 　 　 185KVA 　 　 1台
 　 　 　 　 　  340KVA 　 　 1台
            500KVA 　 　 1台
（ 脳科学西研究棟） 24 1 月２回（運転）
            185KVA 　 　 1台

 直流電源設備 （ 脳科学東研究棟 ） 24 2 月２回
 　 　 　 　  自家発用 　 　 １ 台
           非常灯・ 制御用 　 　 1台
（ 脳科学中央研究棟 Ⅰ期）
 　 　 　 　  自家発用 　 　 １ 台 24 2 月２回
           非常灯・ 制御用 　 　 1台

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]

 受変電設備 （ 脳科学中央研究棟( Ⅱ) )
    高低圧配電盤( 28面) 24 28 月２回

 自家発電設備 （ 脳科学中央研究棟( Ⅱ) )
            340KVA 　 　 1台 24 2 月２回（運転）
            500KVA 　 　 1台

 直流電源設備 （ 脳科学中央研究棟( Ⅱ) )
            自家発用 1台 24 2 月２回
            非常灯・ 制御用 1台

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]
 電灯･動力設備 （ 脳科学池の端研究棟)

　 　 低圧配電盤( １ １ 面) 1 11 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 （ 脳科学池の端研究棟)
    高低圧配電盤( ７ 面) 24 7 月２回

 自家発電設備 （ 脳科学池の端研究棟)
            185KVA 1台 24 1 月２回（運転）

 直流電源設備 （ 脳科学池の端研究棟)
            非常灯・ 制御用 1台 24 1 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 中央地区]
 電灯･動力設備 （ 脳科学神経回路遺伝学研究棟)

　 　 低圧配電盤( 31面) 1 31 年１回
　 　 ( 動力制御盤・ 照明分電盤・ 実験盤)

 受変電設備 （ 脳科学神経回路遺伝学研究棟)
    高低圧配電盤( 11面) 24 11 月２回

 自家発電設備 （ 脳科学神経回路遺伝学研究棟)
（ ガスタ ービン）             750KVA 1台 24 1 月２回（運転）

 直流電源設備 （ 脳科学神経回路遺伝学研究棟)
            非常灯・ 制御用 1台 24 1 月２回

 太陽光発電設備 （ 脳科学神経回路遺伝学研究棟) 12 1 月１回
　 　 太陽光発電装置　 １ ０ ｋ Ｗ

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)
区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 和光地区全体]

 電灯･動力設備 177794. 15m2（ 中央・ 南地区延床面積）

ラ ンプ交換 随時

 メーターの検針  電力量計　 320箇所 12 一式 月１回
 太陽光発電設備　 12箇所

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表



主要機器と 定期点検等及び保守周期表

（中央・南地区）



(定期点検及び保守：機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(電気機械棟)
 冷暖房関連機器  冷却塔(冷温水発生機用) 2 5 ｼｰｽﾞﾝｲﾝ、ｵﾌ点検各１回含む

 膨張タンク 1 1 年１回点検

(レーザー研究棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 1 年１回点検

(情報基盤棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 2 年１回点検

(フロンティア中央研究棟･材料科学実験棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 2 年１回点検

(ライフサイエンス実験棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 1 年１回点検

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表



(定期点検及び保守：機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(環境資源科学研究棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 1 年１回点検

(サブエネルギー棟)
 冷暖房関連機器  冷却塔(遠心冷凍機用) 2 3 ｼｰｽﾞﾝｲﾝ点検２回含む

 還水タンク 1 1 年１回点検

(研究基盤技術棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 2 年１回点検

 還水タンク 1 1 年１回点検

(RI実験棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 2 年１回点検

 還水タンク 1 1 年１ 回点検

(生物科学研究棟･東)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 2 年１ 回点検

 還水タンク 1 1 年１ 回点検

(生物科学研究棟･西)
 冷暖房関連機器  ブラインタンク 1 1 年１ 回

 膨張タンク 1 3 年１ 回点検
 還水タンク 1 1 年１ 回点検

（ケミカルバイオロジー研究棟）
 冷暖房関連機器  空調用膨張タンク　　　  1 1 年１ 回点検

 還水タンク　　    1 1 年１ 回点検
 給排水衛生機器  給湯用膨張タンク　　　  1 1 年１回点検

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表



(定期点検及び保守：機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(研究交流棟、東棟、南棟)
 冷暖房関連機器  還水タンク 1 1 年１回点検

 膨張タンク 1 1 年１回点検

(物質科学研究棟)
 冷暖房関連機器  冷却塔（冷温水発生機用） 2 2 夏期ｼｰｽﾞﾝｲﾝ１回、ｼｰｽﾞﾝｵﾌ１回含む

 膨張水槽　　　　　 1 1 年１ 回点検
 水熱源パッケージ用膨張水槽 1 1 年１ 回点検
 加湿用補給水槽　　 1 1 年１回点検
 膨張タンク（開放式一体型） 1 1 年１回点検
 膨張タンク（ﾀﾞｲﾔﾌﾗﾑ密閉式） 1 1 年１ 回点検

(ナノサイエンス実験棟)
 冷暖房関連機器  還水タンク　 1 1 年１回点検

 クッションタンク 1 2 年１回点検

(南地区コージェネレーションシステム棟)
 冷暖房関連機器  還水タンク 1 1 年１回点検

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表



(定期点検及び保守：機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学東研究棟)
 冷暖房関連機器  還水タンク 1 1 年１回点検

 膨張タンク 1 2 年１回点検

(脳科学西研究棟)
 冷暖房関連機器  膨張タンク 1 2 年１回点検

(脳科学中央研究棟Ⅰ期)
 冷暖房関連機器  還水タンク　 1 1 年１回点検

 膨張タンク 　密閉式 1 3 年１回点検

(脳科学中央研究棟Ⅱ期)
 冷暖房関連機器  還水タンク　 1 1 年１回点検

 膨張タンク 　密閉式 1 3 年１回点検

(脳科学神経回路遺伝学研究棟)
 冷暖房関連機器  冷却塔（冷凍機用）     2 1 ｼｰｽﾞﾝｲﾝ点検2回

 冷却塔（冷温水発生機用）     2 1 夏期運転 ｼー ｽ゙ ﾝｲﾝ１ 回 ｼー ｽ゙ ﾝｵﾌ１ 回
 還水タンク　 1 1 年１回点検
 膨張タンク 1 7 年１回点検

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表



(定期点検及び保守：機械設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)

区　 　 　 分 項   　 　 　 　 　 目 動力・ 仕様等 日 　 数 台 数 備 　 　 　 　 考

[ その他設備関係]

水質管理  飲料水（残留塩素測定・17ﾎﾟｲﾝﾄ） 242 17 日１回

配管の点検  延長630m 1 一式 年１回、露出配管

上水受水槽 12 14 月１回

井水受水槽 12 6 月１回

各種メーターの検針  ガス　44箇所 12 一式 月１回
 ガスデマンド計　13箇所
 上水　64箇所
 井水　33箇所
 井戸ポンプ　3箇所
 下水　9箇所
 冷却塔補給水　16箇所

排水管点検桝 重力式 1 219 年１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表
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主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

（中央・南地区）
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

(レーザー研究棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 74 3 日１回　夏期及び冬期運転

(情報基盤棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 123 8 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(フロンティア中央研究棟･材料科学実験棟)

 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 123 6 日１回
 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 74 1 日１回　夏期及び冬期運転

(ライフサイエンス実験棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 123 1 日１回

 チリングユニット  法定冷凍能力50t未満 123 1 日１回
 パッケージ形空気調和機 123 2 日１回

 温熱源機器  小型ボイラー 123 2 日３回　交互運転
 温水ボイラー 123 1 日３回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(サブエネルギー棟)
 冷熱源機器  遠心式冷凍機 123 3 日４回
 温熱源機器  小型ボイラ 123 3 日３回
 冷暖房関連機器  機械監視装置    123 1 日１回

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(研究交流棟、東棟、南棟)
 温熱源機器  小型ボイラ  123 2 日３回　交互運転
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 123 5 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 123 2 日１回
 冷暖房関連機器  機械監視装置       123 1 日１回

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。



51

(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(物質科学研究棟)
 冷熱源機器  ガス焚冷温水発生機（冷暖用）　  210RT　　　　　　　　　 123 2 日４回

 チリングユニット（実験冷却水用）  法定冷凍能力50t未満 123 2 日１回
 冷暖房関連機器  機械監視装置　　　　 123 1 日１回

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(ナノサイエンス実験棟)
 温熱源機器  小型ボイラ  123 3 日３回
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型)  法定冷凍能力50t未満 123 1 日１回

 チリングユニット  法定冷凍能力50t未満 123 2 日１回
 冷暖房関連機器  機械監視装置 123 1 日１回

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
(ナノサイエンス実験棟　ｸﾘｰﾝﾙｰﾑ)
 冷熱源機器  チリングユニット  法定冷凍能力50t未満 123 3 日１回

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
( 南地区コ ージェ ネレ ーショ ンシステム棟)
ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ  発電出力1,500kW 123 2 日１回

 ガスエンジン 運転時常時監視
　　1)ｶﾞｽｴﾝｼﾞﾝ
　　2)発電機
　　3)ﾌﾟﾚｶﾞｽｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ
　　4)ｾﾞﾛｶﾞｽｺﾝﾄﾛｰﾙﾕﾆｯﾄ
　　5)補助潤滑油ﾎﾟﾝﾌﾟ
　　6)ｴﾝｸﾛｰｼﾞｬ
 潤滑油新油タンク
　　1)ﾀﾝｸ  ｽﾃﾝﾚｽ製　2m3
　　2)潤滑油移送ﾎﾟﾝﾌﾟ  横形歯車　2m3/h×0.2MPa×1.5kW
 換気ファン  400m3/min×50mmAq×7.4kW×φ750
 換気吸気サイレンサ  75dB(A)
 換気排気サイレンサ  75dB(A)
 補機モジュール
　　1)ｼﾞｬｹｯﾄ冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ  ｲﾝﾗｲﾝ型単段渦巻60.6m3/h×30mH×11kW
　　2)ｼﾞｬｹｯﾄ冷却水熱交換器  ﾌﾟﾚｰﾄ式
　　3)ﾌﾟﾚﾋｰﾀ
　　4)ｼﾞｬｹｯﾄ冷却水膨張ﾀﾝｸ  密閉型　内容積35L
　　5)ｴｱｸｰﾗ冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ  ｲﾝﾗｲﾝ型単段渦巻29.9m3/h×25mH×5.5kW
　　6)ｴｱｸｰﾗ冷却水熱交換器  ﾌﾟﾚｰﾄ式
　　7)ｴｱｸｰﾗ冷却水膨張ﾀﾝｸ  密閉型　内容積35L
　　8)温水回収用熱交換器  ﾌﾟﾚｰﾄ式
　排熱回収ボイラ  貫流式　蒸気量1.0ton/h
　　1)排熱ﾎﾞｲﾗ
　　2)給水ﾎﾟﾝﾌﾟ  多段ﾀｰﾋﾞﾝ式
　　3)薬注装置
　　4)連続ﾌﾞﾛｰ装置
 還水タンク  ｽﾃﾝﾚｽ製2m3
 軟水装置
 蒸気ヘッダー
 排気サイレンサ
 排ガス分析計
 脱硝装置
 尿素水タンク  PE製　3m3

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[南地区]
( 南地区コ ージェ ネレ ーショ ンシステム棟)
 冷熱源機器  蒸気吸収式冷凍機  360RT 123 1 日４回

 温水吸収式冷凍機  160RT 123 2 日４回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学東研究棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型)  法定冷凍能力50t未満 123 2 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 123 3 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学西研究棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 74 2 日１回　夏期及び冬期運転

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 49 2 日１回　春期及び秋期運転

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。



58

(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学中央研究棟Ⅰ期)
 温熱源機器  小型ボイラ   123 3 日３回
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型)  法定冷凍能力60t未満 第一種冷凍設備 123 2 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力60t未満 第一種冷凍設備 123 4 日１回
 冷暖房関連機器  機械監視装置    123 1 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）
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(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学中央研究棟Ⅱ期)
 温熱源機器  小型ボイラ  123 2 日３回
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット(同時取出型)  法定冷凍能力60t未満 第一種冷凍設備 123 2 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力60t未満 第一種冷凍設備 123 4 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）



60

(休日・機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[中央地区]
(脳科学神経回路遺伝学研究棟)
 温熱源機器  小型ボイラ    123 4 日３回

 吸収式冷温水発生機  360RT 123 1 日４回
 冷熱源機器  遠心式冷凍機  360RT 123 1 日４回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）
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( 休日・ 電気設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)

区　 　   分 項　 　 　 　     　 目 動力・仕様等 日   数 数 量 備 　        考

[ 和光地区全体]
特高 受変電設備  受 電 所  

    第１ 特高変電所 123 5 日１回

 監視制御設備  中央監視室常駐者 123 1 常時監視

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表（休日）

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。



1

　
主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表(平日）

（東地区）

kyohei.umemura
4-2
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)

区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]
(給水消火機械室他)
 給排水衛生機器  給水ポンプ 48 3 週１回月１回　4週/月×12月=48週とする

 消火ポンプ 48 1 週１回月１回
 ２号井戸水中ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 1 週１回月１回
 雨水排水ポンプ 48 7 週１回月１回
 実験排水ポンプ 48 2 週１回月１回
 汚水ポンプ 48 2 週１回月１回
 飲料用水槽（仁科ロッジ、国際交流会館Ｆ，Ｈ棟） 12 3 月１回

(仁科ﾘﾆｱｯｸ棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 151 2 日１回　夏期及び冬期運転

 冷暖房関連機器  空気調和機 24 8 月２回
 送風機 24 5 月２回
 冷温水ポンプ 28 2 週１回　夏期及び冬期運転

 給排水衛生機器  雑排水ポンプ 48 2 週１回月１回
 汚水ポンプ 48 2 週１回月１回

(仁科記念棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 242 1 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 151 1 日１回　夏期及び冬期運転

 冷暖房関連機器  空気調和機 24 5 月２回
 送風機 24 5 月２回
 冷温水ポンプ 28 2 週１回

 給排水衛生機器  汚水ポンプ 48 2 週１回月１回
 雨水ポンプ 48 2 週１回月１回

(ﾘﾝｸﾞﾘﾆｱｯｸ変電電源室)
 冷暖房関連機器  空気調和機 24 2 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区･]

（仁科RIBF棟（加速器棟））
 冷温熱源機器 貫流ﾎﾞｲﾗ 2ton 242 5 日３回

蒸気吸収式冷凍機 二重効用　冷房能力1,407ｋW 242 5 日４回

 冷暖房関連機器 空気調和機 24 6 月２回
熱交換器　 第一種圧力容器 12 1 月例点検
ﾌﾟﾚｰﾄ型熱交換器　　　 12 1 月１回
給排気ファン　　　 24 33 月２回
蒸気ﾍｯﾀﾞｰ 第二種圧力容器 12 1 月１回
冷却塔 冷房能力2,600ｋW 48 5 週１回
冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 5 週１回
空調用ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 10 週１回
純水装置 242 1 日１回
還水ろ過フィルタ 242 1 日１回
冷水ﾍｯﾀﾞｰ 12 4 月１回

 給排水衛生機器 汚水ポンプ　　　 48 2 週１回月１回
雑排水ポンプ　 48 5 週１回月１回
井水加圧給水ポンプユニット　 48 1 週１回月１回
ｽﾌﾟﾘﾝｸﾗｰﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ (屋内消火栓ﾎﾟﾝﾌﾟ兼用) 48 1 週１回月１回
井水揚水ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 4 週１回月１回
炭酸ガス中和装置 242 2 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]
（仁科RIBF棟（CGS））
 コジェネレーションシステム 発電能力6,500kW 242 1式 運転時常時監視

24h運転時:４回巡視(内２回記録）
ｶﾞｽ圧縮機 DSS運転時:３回巡視(内２回記録)
　　1)ｶﾞｽ圧縮機
　　2)ｵｲﾙｾﾊﾟﾚｰﾀ
　　3)ｵｲﾙｸｰﾗｰ
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
　　1)燃焼器
　　2)減速機
　　3)油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ
　　4)ﾀｰﾋﾞﾝ
発電機
吸気ﾌｨﾙﾀ
吸気冷却器
排熱ﾎﾞｲﾗ
水処理装置
　　1)活性炭ろ過装置
　　2)軟水装置
　　3)純水装置
　　4)原水ﾎﾟﾝﾌﾟ
脱硝装置
　　1)尿素水ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ
　　2)注入ﾕﾆｯﾄ
　　3)Nox分析計
空気圧縮機
　　1)ｼｰﾙｴｱ用
　　2)計装用
冷却塔
冷却塔用循環ﾎﾟﾝﾌﾟ
排気ﾌｧﾝ(発電装置）
ｵｲﾙｸｰﾗｰﾌｧﾝ

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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(機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]

（仁科RIBF棟（実験棟））
 冷温熱源機器 蒸気吸収式冷凍機 二重効用　冷房能力1,266ｋW 242 2 日４回

 冷暖房関連機器 空気調和機 24 2 月２回
U字管式熱交換器　 第一種圧力容器 12 1 月例点検
ﾌﾟﾚｰﾄ型熱交換器　　　 12 1 月１回
送風機、排風機 24 4 月２回
冷却塔（薬注装置含む） 冷房能力2,302ｋW 48 2 週１回
冷却水ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 2 週１回
空調用ﾎﾟﾝﾌﾟ 48 6 週１回
排ガス洗浄装置 48 2 週１回
蒸気ﾍｯﾀﾞｰ 12 1 月１回
冷水ﾍｯﾀﾞｰ 12 3 月１回
温水ﾍｯﾀﾞｰ 12 2 月１回

 給排水衛生機器 上水受水槽 容量2m3ｽﾃﾝﾚｽ製2槽式 12 1 月１回
塩素薬注装置 48 1 週１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と運転・監視及び日常点検・保守周期表
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( 電気設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[ 東地区]
 受変電設備  受 電 所  

    第２ 特高変電所 242 2 日１回
   　 　 変圧器、 リ アク ト ル、 Ｇ Ｉ Ｓ 、 特高盤
    高低圧配電盤( ２ ８ 面) 24 26 月２回
　 　 　 Ｇ Ｉ Ｓ 、 特高盤、 高圧盤、 所内盤
変電所
（ CGS電源室）
    高低圧配電盤（ ８ 面) 24 8 月２回
（ リ ングリ ニアッ ク 変電電源室）
    高低圧配電盤（ ５ ８ 面) 24 58 月２回
( 仁科開発研究棟変電所)
    高低圧配電盤( 9面) 24 9 月２回
( 仁科RI BF棟（ 加速器棟） 変電所)
    高低圧配電盤( １ １ 面) 24 11 月２回
（ Ｅ 電源）
    高低圧配電盤( ８ 面) 24 8 月２回
( 本体室電源室)
    高低圧配電盤( 10面) 24 10 月２回
( Ａ Ｖ Ｆ 電源)
    高低圧配電盤( ２ 面) 24 2 月２回
( Ａ 電源)
    高低圧配電盤( ３ 面) 24 3 月２回
( 重イ オン荷電装置電源)
    高低圧配電盤( ３ 面) 24 3 月２回
( 仁科RI BF棟（ 実験棟） 変電所)
    高低圧配電盤( １ 4面) 24 14 月２回
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 Bi gr i ps系)
    高低圧配電盤( １ ６ 面) 24 16 月２回
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 Ｓ Ｒ Ｃ 系)
    高低圧配電盤( １ ８ 面) 24 18 月２回
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 Ｉ Ｒ Ｃ 系)
    高低圧配電盤( １ ０ 面) 24 10 月２回
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 Ｂ Ｔ 系)
    高低圧配電盤( １ ６ 面) 24 16 月２回
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 Ｈ ｅ 冷却系)
    高低圧配電盤( ７ 面) 24 7 月２回
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 冷却系)
    高低圧配電盤( ６ 面) 24 6 月２回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表
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( 電気設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]
( 仁科Ｒ Ｉ BF棟　 制御・ 真空系)
    高低圧配電盤( ７ 面) 24 7 月２回
( 仁科記念棟偏極イ オン装置変電所)
    高低圧配電盤( ３ 面) 24 3 月２回
( 仁科リ ニアッ ク 棟Ｒ Ｆ 電源)
    高低圧配電盤( ９ 面) 　 別置き 変圧器も 含む 24 9 月２回
( 仁科記念棟Ｒ Ｆ 電源)
    高低圧配電盤( ６ 面) 　 別置き 変圧器も 含む 24 6 月２回
（ 仁科RI BF棟（ 加速器棟） Ｒ Ｆ 電源）
    高低圧配電盤( １ ８ 面) 　 別置き 変圧器も 含む 24 18 月２回
（ Ｆ Ｒ Ｃ 交流電源変電所）
    高低圧配電盤( ２ 面) 24 2 月２回
（ 仁科Ｒ Ｉ Ｂ Ｆ 棟Ｂ ｉ ｇ ｒ ｉ ｐ ｓ Ⅱ系)
    高低圧配電盤( １ ５ 面) 24 15 月２回
（ SHARAQ変電所）
    高低圧配電盤( ３ 面) 24 3 月２回
（ 希小リ ング変電所）
    高低圧配電盤( ８ 面) 24 8 月２回
特高コ ンデンサー設備
　 　 コ ンデンサー盤（ ６ 面） 24 6 月２回

電灯・ 動力設備 仁科RI BF棟（ 加速器棟）
（ 分電盤） 電灯分電盤（ ７ ０ 面） 1 70 年１回

仁科記念棟
電灯分電盤（ ２ ３ 面） 1 23 年１回
仁科リ ニアッ ク 棟
電灯分電盤（ ２ ９ 面） 1 29 年１回
仁科開発研究棟、 同第一、 第二プレ ハブ、 仁科ロッ ジ
電灯分電盤（ ２ ６ 面） 1 26 年１回
仁科RI BF棟（ 実験棟）
電灯分電盤（ ３ ７ 面） 1 37 年１回

（ 動力制御盤） 仁科RI BF棟（ 加速器棟）
動力制御盤（ １ ９ 面） 1 19 年１回
仁科記念棟
動力制御盤（ ９ 面） 1 9 年１回
仁科リ ニアッ ク 棟
動力制御盤（ ５ 面） 1 5 年１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表
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( 電気設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]
（ 動力制御盤） 仁科開発研究棟、 同第一、 第二プレ ハブ、 仁科ロッ ジ

動力制御盤（ ６ 面） 1 6 年１ 回
仁科RI BF棟（ 実験棟）
動力制御盤（ ２ ０ 面） 1 20 年１ 回
（ 仁科ロッ ジ）
動力制御盤( ３ 面) 10面以下 1 3 年１ 回

自家発電設備 仁科RI BF棟（ 加速器棟） 24 1 月２回（運転）
リ ングリ ニアッ ク 変電電源室 24 1 月２回（運転）
仁科RI BF棟（ 実験棟） 24 1 月２回（運転）

直流電源設備  第２ 特高変電所 24 1 月２回
仁科RI BF棟（ 加速器棟） ( 実験制御用、 非常灯・ 制御用） 24 2 月２回
リ ングリ ニアッ ク 変電電源室 24 1 月２回
仁科Ｒ Ｉ Ｂ Ｆ 棟（ 実験棟） 24 1 月２回
仁科Ｒ Ｉ Ｂ Ｆ 棟実験制御用 24 1 月２回

Ｃ Ｇ Ｓ 関連機器 242 1 日１回

電灯･動力設備 ・ ラ ンプ交換 随時 1式
４ ７ ６ ０ ２ ． ６ ５ m2（ 東地区全体延床面積）

・ 照度測定 2 1式 年２回

外灯設備 12 89 月１回

太陽光発電設備  ( 仁科ロッ ジ)
    太陽光発電装置１ ０ ｋ ｗ 12 1 月１回
 ( リ ニアッ ク 棟)
    太陽光発電装置１ ０ ｋ ｗ 12 1 月１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表



主要機器と 定期点検等及び保守周期表

（ 東地区）



(定期点検及び保守：機械設備関係) (平成28年4月～平成29年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]

（仁科ﾘﾆｱｯｸ棟）
 冷暖房関連機器 膨張タンク 1 1 年１ 回

空気調和機 1 8 年１ 回
ﾄﾞ ﾚﾝ配管の清掃をおこ なう

（仁科記念棟）
 冷暖房関連機器 膨張タンク 1 2 年１ 回

大型ファンコイルユニット 1 41 年１ 回
ﾄﾞ ﾚﾝ配管の清掃をおこ なう

（ﾘﾝｸﾞﾘﾆｱｯｸ変電電源室）
 冷暖房関連機器 パッケージエアコン 2 5 年2回

ﾄﾞ ﾚﾝ配管の清掃をおこ なう

（仁科RIBF棟（加速器棟））
 冷暖房関連機器 還水槽 1 2 年１ 回

膨張タンク 1 3 年１ 回
ファンコイルユニット 1 31 年１ 回

ﾄﾞ ﾚﾝ配管の清掃をおこ なう

（仁科RIBF棟（実験棟））
 冷暖房関連機器 還水槽 1 1 年１ 回

膨張タンク 1 3 年１ 回
ファンコイルユニット 1 36 年１ 回

ﾄﾞ ﾚﾝ配管の清掃をおこ なう

（偏極イオン源室）
 冷暖房関連機器 空気調和機 2 2 年2回

ﾄﾞ ﾚﾝ配管の清掃をおこ なう

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表



(定期点検及び保守：機械設備関係) ( 平成28年4月～平成29年3月)

区　 　 　 分 項   　 　 　 　 　 目 動力・ 仕様等 日 　 数 台 数 備 　 　 　 　 考

[ その他設備関係]

水質管理 飲料水（残留塩素測定・4ﾎﾟｲﾝﾄ） 仁科ロッジ、国際交流会館Ｆ、Ｈ棟 242 4 日１回
、仁科ｾﾝﾀｰRIBF棟（実験棟）

各配管  工事依頼書等による 随時 1式
         小工事（ 修理）

各種メ ータ ーの検針 ガス　 6箇所 12 1式 月1回
上水　 7箇所
井水　 6箇所
下水　 2箇所
冷却塔補給水　 4箇所
電力量計　 1式

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 定期点検等及び保守周期表



主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表（ 休日）

（ 東地区）



(機械設備関係：休日) (平成27年4月～平成28年3月)

区　 　 　 分 項   　 　 　 　 　 目 動力・ 仕様等 日 　 数 台 数 備 　 　 　 　 考

[ 東地区]

( 仁科ﾘﾆｱｯｸ棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 74 2 日１回　夏期及び冬期運転

( 仁科記念棟)
 冷熱源機器  空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力50t未満 123 1 日１回

 空気熱源ヒートポンプユニット  法定冷凍能力20t未満 74 1 日１回　夏期及び冬期運転

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表（ 休日）



(機械設備関係：休日) (平成27年4月～平成28年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]

（仁科RIBF棟（加速器棟））
冷温熱源機器 蒸気吸収式冷凍機 二重効用　冷房能力1,407ｋW 123 5 日４回

貫流ﾎﾞｲﾗ 2ton 123 5 日３回
純水装置 123 1 日１回
還水ろ過ﾌｨﾙﾀｰ 123 1 日１回

 給排水衛生機器 炭酸ガス中和装置 123 2 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表（ 休日）



(機械設備関係：休日) (平成27年4月～平成28年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]
（仁科RIBF棟（CGS））
コジェネレーションシステム 発電能力6,500kW 123 1式 運転時常時監視

24h運転時:４回巡視(内２回記録）
ｶﾞｽ圧縮機 DSS運転時:３回巡視(内２回記録)
　　1)ｶﾞｽ圧縮機
　　2)ｵｲﾙｾﾊﾟﾚｰﾀ
　　3)ｵｲﾙｸｰﾗｰ
ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
　　1)燃焼器
　　2)減速機
　　3)油圧ﾎﾟﾝﾌﾟ
　　4)ﾀｰﾋﾞﾝ
発電機
吸気ﾌｨﾙﾀ
吸気冷却器
排熱ﾎﾞｲﾗ
水処理装置
　　1)活性炭ろ過装置
　　2)軟水装置
　　3)純水装置
　　4)原水ﾎﾟﾝﾌﾟ
脱硝装置
　　1)尿素水ﾎﾟﾝﾌﾟﾕﾆｯﾄ
　　2)注入ﾕﾆｯﾄ
　　3)Nox分析計
空気圧縮機
　　1)ｼｰﾙｴｱ用
　　2)計装用
冷却塔
冷却塔用循環ﾎﾟﾝﾌﾟ
排気ﾌｧﾝ(発電装置）
ｵｲﾙｸｰﾗｰﾌｧﾝ

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表（ 休日）



(機械設備関係：休日) (平成27年4月～平成28年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]

（仁科RIBF棟（実験棟））
　冷温熱源機器 蒸気吸収式冷凍機 二重効用　冷房能力1,266ｋW 123 2 日４回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表（ 休日）



( 電気設備関係： 休日) ( 平成27年4月～平成28年3月)
区　　　分 項   　　　　　目 動力・仕様等 日 　数 台 数 備 　　　　考

[東地区]
受変電設備 第２ 特高変電所 123 2 日１回

  変圧器、 リ アク ト ル、 Ｇ Ｉ Ｓ 、 特高盤

Ｃ Ｇ Ｓ 関連機器 123 1 日１回

※平成29年度については、備考の回数に基づく日数とする。

主要機器と 運転・ 監視及び日常点検・ 保守周期表（ 休日）
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